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概略 

地盤工学は原子力事業を支援する技術の 1 つとして、地下水流動予測や各種地盤改良工法等を

通じて、被災原子炉から発生する汚染水対策に寄与しているのみならず、廃炉に至る今後の作業

でも地下掘削や放射性廃棄物処分において重要な役割を果たすことができる。 

一方、地盤工学・土木工学分野の専門家・技術者の多くは、一般公共事業への寄与を主な目的

として技術開発を行っており、必ずしも原子力工学分野に詳しくないのも事実である。また、多

くの土木工学系学科では、一般公共事業への寄与を念頭に置いた技術者教育が展開されているが、

今後 40 年にも亘る福島第一原子力発電所の事故収束に寄与できる人材を育成するためには、従来

型の地盤工学・土木技術者教育に加え、原子力工学分野の知見・教育事項を取入れた新しいカリ

キュラムの構築と実践が必要不可欠である。 

このような背景及び実情の打開を目指し、本事業では「東京電力ホールディングス㈱福島第一

原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン 2017，2017 年 8 月 31 日，原子力損害賠償・廃炉等

支援機構（NDF）」及びそれ以前に公開された戦略プランに基づき、実効性の高い研究及び技術開

発を行うと共に、それを支える次代の技術者を育成する教育プログラムの構築を狙いとして研究

を推進している。 

戦略プラン 2015 では「福島第一原子力発電所の廃炉作業は、事故に由来する通常の原子力発電

所にはない放射性物質によるリスクを継続的に下げるための取組みであり、当該戦略プランは中

長期のリスク低減戦略の設計と言え、その策定にあたり、安全、確実、合理的、迅速、現場指向と

いう 5つの基本的考え方を定め、リスク低減の優先順位付けをして今後の取組みをまとめている」

とされている。また、同プランでは優先順位により 3 つに分類された主要なリスク源のうち、可

及的速やかに対処すべき「汚染水等」については既に対策が進められているという認識の下、周

到な準備を必要とし、数多くの課題にチャレンジしなければならない「燃料デブリ取出し」と「長

期的な措置を要する廃棄物対策」の検討を実施するとされている。 

そこで、本事業では「燃料デブリ取出し」及び「長期的な措置を要する廃棄物対策」に焦点を

当てると共に、福島第一原子力発電所でこれらの作業を実施するにあたり、安全確保の観点から

必要不可欠となる工事環境や工事に伴う周辺環境への影響評価も取り上げ、このような狙いを達

成すべく、以下に示す（ⅰ）～（ⅲ）を個別基盤研究テーマとして設定し、研究を進めている。 

（ⅰ）現状から廃止措置までの長期間の地下水環境・作業環境の状況調査と将来予測 

・高精度かつ広域の地下水状況の把握 

 （放射性物質濃度の地下分布の高精度測定と将来予測技術の開発） 

・高精度かつ長期に亘る将来に適用可能な地下水調査・予測技術の構築 

 （構内における工事の安全性や資材搬入経路の選定、廃止措置までのモニタリング等に活用） 

（ⅱ）土・地盤の放射線遮蔽性能を活用したデブリ取出し補助技術と掘削技術の適用評価、それ

に基づく実効性の高い数種類のデブリ処理メニューの提示 

・土や地盤が有する高い放射線遮蔽性能を活用した燃料デブリ取出し方法の実効性評価 

・数多くの実績を有する掘削技術を援用したデブリ処理メニューの提示 

 （構内における工事の安全性や資材搬入経路の選定、廃止措置までのモニタリング等に活用） 

（ⅲ）福島第一原子力発電所構内の除染廃棄物処分と原子炉建屋デコミッショニングに関する実

現可能な技術の開発 
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・地盤工学分野で開発された放射性廃棄物の処分技術を起点とした実現可能なデコミッショ

ニング技術の開発と処分シナリオの構築 

また、人材育成の面においては、地盤工学会内に専門の学術研究委員会を組織し、福島第一原

子力発電所の廃止措置に寄与可能な地盤工学技術の体系化を進めると共に、原子力技術者と協働

できる新しい地盤工学技術者の育成を目的としたプログラム「廃炉地盤工学」の構築を目指して

いる。 

以下に、5カ年計画の 3年目である本年度業務成果の概略を述べる。 

 

(1) 廃炉地盤工学を通じた人材育成プログラム 

（地盤工学会／個別基盤研究テーマⅲ及び成果総括） 

1) 廃炉地盤工学の構築と廃炉プロセス技術シナリオの評価 

・廃炉地盤工学の内容の充実のために「福島第一原子力発電所廃止措置に向けた地盤工学的新

技術と人材育成に関する検討委員会、略称；廃炉地盤工学委員会」を開催し、地盤系技術の

位置付けや新技術の発掘及びその実現性について検討を行った。また、これまでの検討で浮

上してきた地盤系新技術を用いた廃炉シナリオの検討を行い、その内容の充実と実効性の評

価を行った。 

・NDF 及び IRID や当プログラム採択機関との協調強化のため、データベースの作成や機関担当

者との打合せ等を通じて、廃炉地盤工学技術（地盤工学系技術）の見える化を進めた。 

・検討の深化のため、福島第一原子力発電所の視察のほか、関連する学術研究機関や企業など

との協議の機会を設け、有用な情報の収集に努めた。更に廃炉廃棄物処分等の海外の関連機

関からも情報を収集した。 

2) 廃炉地盤工学教育システムの構築 

・学問単元ごとの WG での検討により、シラバスの検討を進めると共に教材（教科書）の試作を

行った。また、試作した教材を基に、早稲田大学などで廃炉地盤工学の模擬的授業を実施し

た。この結果は、廃炉地盤工学委員会にフィードバックすることで、廃炉地盤工学の構築に

向けた内容の更なる充実に役立てた。 

3) 廃炉地盤工学に関する認知度の向上と技術の集約体制の構築 

・地盤工学研究発表会（名古屋開催）において廃炉地盤工学に関する特別セッション等を開催

し、全国レベルでの認知度向上を図った。また、講演会を開催し、広く学会会員からの廃炉

地盤工学に関する意見や技術情報の集約に努めたほか、平成 28 年度に立ち上げた当プログラ

ムホームページの内容を拡充し、学会会員や一般社会に対し業務内容や成果に関する情報を

発信した。 

・土木学会などの関連学会の大会に参加し、当プロジェクトの活動内容を発信すると共に関連

情報を収集した。なお、収集した情報は廃炉地盤工学委員会にフィードバックし、共有化す

ることで、検討の深化を図った。 

 

(2) 超重泥水・各種覆土の放射線遮蔽性能評価 

（再委託先：早稲田大学／個別基盤研究テーマⅱ･ⅲ） 

・デブリ取出し補助のためのガンマ線と中性子線両方の遮蔽性能を有する超重泥水や、構内除
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染廃棄物の一時仮置き施設のためのガンマ線遮蔽性能と遮水性能の両方を保有する覆土材の

仕様設計に資するため、各材料の仕様に応じて取得した放射線遮蔽データを拡充すると共に、

一次データベースの作成を行った。更に各材料仕様に応じた施工性を評価するため、平成 28

年度に導入した超重泥水の充填施工性評価実験装置と液圧測定のできるタクタイルセンサシ

ステムを用いて超重泥水の充填施工性と安定性を、水ポテンシャル測定装置により覆土材の

保水性能を定量評価した。上記の成果を、各材料の仕様に応じて整理し、廃炉地盤工学委員

会で進める廃炉プロセス技術シナリオを支援するための新技術メニューを作成した。また、

大学における卒業研究・修士研究・博士研究を通じて上記成果を得ることにより、人材育成

を行った。 

 

(3) 地下水環境等の解析・調査技術と予測技術の高度化 

 （再委託先：千葉工業大学／個別基盤研究テーマⅰ） 

・長期間の地下水環境・作業環境状況を調査するための地下水流動評価技術の開発基盤として

室内土層実験を実施し、得られた透水係数に基づく流速と種々の試験の測定値を比較し、現

状把握と予測解析に展開するための課題をまとめた。 

・現場での地下水流動を把握するため、平成 28 年度に引き続き、今後数年間継続して使用可能

であることを条件としたボーリング孔を用いて現場実証試験を実施した。ここでは、地下水

流動による物質移動の評価を対象とした。 

・サイト周辺の地下水環境変動予測技術を開発するため、広域の概略地下水流動解析結果を引

き継ぎ、サイト周辺の詳細地下水流動解析(数値解析のプロトタイプの開発)を実施し、非定

常解析の可能性を検討した。 

・大学における卒業研究・修士研究を通じて上記成果を得ることにより、教材・資料の作成及

び人材育成を行った。 

 

(4) 研究推進 

・再委託先の研究等を取りまとめ、廃炉地盤工学委員会の幹部会において実効性の観点から議

論を行い、より質の高い研究の推進に努めた。また研究代表者の下、各研究項目間における

連携を密にすると共に、廃炉地盤工学委員会で交わされる幅広い意見を聴きつつ研究を進め

た。更に「廃炉基盤研究プラットフォーム」等に積極的に参画すると共に、採択機関が主催

する NDEC の運営にも取組んだ。 

 

以下に次年度における見通しを述べる。 

(1)廃炉地盤工学を通じた人材育成プログラムでは、廃炉地盤工学の内容の充実を図るために再

委託先等で新たに開発された技術の組込み等を検討し、これまでの活動で作成した技術マップを

拡充すると共に、NDF 等から提示される廃炉シナリオに対する適用性の検討を行う。また、NDF 及

び IRID や当プログラム採択機関との協調強化のため、データベースの作成や機関担当者との打合

せ等を通じて、廃炉地盤工学技術（地盤工学系技術）の見える化を更に進める。更に試構築した

シラバスを基に教材（教科書）の試作を進め、内容の向上を図ると共に、試作した教材を基に早
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稲田大学などで廃炉地盤工学の授業を実施する。また、初年度より実施している講習会について

は、受講者に G-CPD（継続的専門能力開発（CPD）の地盤工学会版）を付与することで、主に若手

技術者の専門能力の継続的な維持・向上にも努める。 

(2)超重泥水・各種覆土の放射線遮蔽性能評価においては、燃料デブリ取出し補助のためのガン

マ線と中性子線両方の遮蔽性能を有する超重泥水や、構内除染廃棄物の一時仮置き施設のための

ガンマ線遮蔽性能と遮水性能の両方を保有する覆土材の仕様設計に資するため、各材料仕様に応

じて取得した放射線遮蔽データの一次データベースの拡張を行う。また、各材料仕様に応じた施

工性を評価するため、平成 30 年度に導入するテクスチャーアナライザーでは詳細な超重泥水の充

填施工性と安定性を、平成 29 年度までに導入した保水性試験装置及び水ポテンシャル測定装置で

は覆土材の保水性をそれぞれ定量測定し、一次データベースの作成を行う。 

(3)地下水環境等の解析・調査技術と予測技術の高度化では、長期間の地下水環境・作業環境状

況を調査するための地下水流動評価技術の開発基盤として室内土層実験を実施し、地下水流動に

よって物質が移動する移流分散現象の測定方法を検証し、現場実験に展開するための課題をまと

める。また、現場での詳細な地下水流動を把握するため、平成 29 年度までに設置したボーリング

孔を用いて、物質移動評価を対象とした現場実証試験を実施する。なお、同試験では、過年度の

研究において同一層内で地下水流動特性が異なることが判明したことを受け、新たに水みち調査

を実施する。また、サイト周辺の地下水環境変動予測技術を開発するため、サイト周辺の地下水

流動の非定常解析を実施すると共に、基本的な物質移動に関して、有限要素法による移流分散解

析結果と理論式に基づく計算結果とを比較することにより、解の検証を行う。 

(4)研究推進においては、再委託先の研究成果等を取りまとめ、廃炉地盤工学委員会の幹事会に

おいて実効性の観点から議論を行い、より質の高い研究の推進に努める。また研究代表者の下、

各研究項目間における連携を密にすると共に、廃炉地盤工学委員会で交わされる幅広い意見を聴

きつつ研究を進める。更に「廃炉基盤研究プラットフォーム」等に積極的に参画すると共に、採

択機関が主催する NDEC の運営にも取組む。 
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1. はじめに 

地盤工学は原子力事業を支援する技術の 1 つとして、地下水流動予測や各種地盤改良工法等を

通じて、被災原子炉から発生する汚染水対策に寄与しているのみならず、廃炉に至る今後の作業

でも地下掘削や放射性廃棄物処分において重要な役割を果たすことができる。一方で、地盤工学・

土木工学分野の専門家・技術者の多くは、一般公共事業への寄与を主な目的として技術開発を行

っているため、必ずしも原子力工学分野に詳しくないのも事実である。そのため、福島第一原子

力発電所の燃料デブリ取出しから廃止措置に貢献できる基本的技術を保有しているにもかかわら

ず、原子力工学分野の求めている事項を認識していないが故に、直接的な寄与ができていないの

が実情と考えられる。また、土木工学系学科の多くでは、一般公共事業への寄与を念頭に置いた

技術者教育が展開されているが、今後 40 年にも亘る福島第一原子力発電所の事故収束に寄与でき

る人材を育成するためには、従来型の地盤工学・土木技術者教育に加え、原子力工学分野の知見・

教育事項を取入れた新しいカリキュラムの構築と実践が必要不可欠である。具体的には、20 世紀

に地盤工学・土木工学が多大な貢献を果たしてきた原子力発電所の建設技術に加えて、立地や放

射性廃棄物の処分、解体・撤去など、廃止措置に至る過程を一貫して担うことのできる教育プロ

グラムの構築と実践である。これにより、廃止措置において、地盤工学・土木工学の観点から寄

与・貢献できる技術産業を創出し、若者が将来の職業として魅力を感じる産業に育成することで、

東京電力福島第一廃炉推進カンパニー等への人材輩出及び実効的な技術支援が可能になるものと

考える。 

このような背景及び実情の打開を目指し、本事業では「東京電力ホールディングス㈱福島第一

原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン 2017，2017 年 8 月 31 日，原子力損害賠償・廃炉等

支援機構（NDF）」及びそれ以前に公開された戦略プランに基づき、実効性の高い研究及び技術開

発を行うと共に、それを支える次代の技術者を育成する教育プログラムの構築を狙いとして研究

を推進している。 

戦略プラン 2015 では「福島第一原子力発電所の廃炉作業は、事故に由来する通常の原子力発電

所にはない放射性物質によるリスクを継続的に下げるための取組みであり、当該戦略プランは中

長期のリスク低減戦略の設計と言え、その策定にあたり、安全、確実、合理的、迅速、現場指向と

いう 5つの基本的考え方を定め、リスク低減の優先順位付けをして今後の取組みをまとめている」

とされている。また、同プランでは優先順位により 3 つに分類された主要なリスク源のうち、可

及的速やかに対処すべき「汚染水等」については既に対策が進められているという認識の下、周

到な準備を必要とし、数多くの課題にチャレンジしなければならない「燃料デブリ取出し」と「長

期的な措置を要する廃棄物対策」の検討を実施するとされている。 

そこで、本事業では「燃料デブリ取出し」及び「長期的な措置を要する廃棄物対策」に焦点を

当てると共に、福島第一原子力発電所でこれらの作業を実施するにあたり、安全確保の観点から

必要不可欠となる工事環境や工事に伴う周辺環境への影響評価も取り上げ、このような狙いを達

成すべく、以下に示す(ⅰ)～(ⅲ)を個別研究テーマとして設定し、研究を進めている。 

 

テーマ(ⅰ)：現状から廃止措置までの長期間の地下水環境・作業環境の状況調査と将来予測 

テーマ(ⅱ)：土･地盤の放射線遮蔽性能を活用したデブリ取出し補助技術と掘削技術の適用評価､ 

 それに基づく実効性の高い数種類のデブリ処理メニューの提示 
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テーマ(ⅲ)：福島第一原子力発電所構内の除染廃棄物処分と原子炉建屋デコミッショニングに 

 関する実現可能な技術の開発 

図 1-1 に本研究課題の基盤研究テーマとそれらの相関を模式図として示す。また、図 1-2 には

福島第一原子力発電所の現状評価からデブリ取出し、最終的な廃止措置に至るまでの時間経過に

おける個別基盤研究テーマの位置付けと連結性を模式図として示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 各基盤研究で予想される成果の福島第一原子力発電所廃止措置への適用に関する概念図 

 

図 1-2 福島第一原子力発電所の現状評価からデブリ取出し、最終的な廃止措置に至るまでの 

時間経過における個別基盤研究テーマの位置付けと連結性  
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以下に、本研究における実施内容の具体を個別基盤研究テーマごとに取りまとめると共に、地

盤工学会としての狙い・方針を述べる。 

 

「テーマ(ⅰ)：現状から廃止措置までの長期間の地下水環境・作業環境の状況調査と将来予測」 

高精度かつ広域な地下水状況の把握、特に放射性物質濃度の地下分布の高精度測定と将来予測

技術を開発する。また、福島第一原子力発電所構内で行われる工事の安全性や資材搬入経路選定

などに活用するため、極めて高精度かつ長期将来に適用可能な地下水調査・予測技術を構築する。

更に開発した技術は廃止措置までの地下水モニタリングにも応用する。 

 

「テーマ(ⅱ)：土・地盤の放射線遮蔽性能を活用したデブリ取出し補助技術と掘削技術の適用評

価、それに基づく実効性の高い数種類のデブリ処理メニューの提示」 

土・地盤の持つ高い放射線遮蔽性能を活用しながら、炉心溶融により格納容器内に残置されて

いる燃料デブリを取出す方法の実効性評価と非常に数多くの実績のある掘削技術を援用した燃料

デブリ処理メニューの提示を行う。 

 

「テーマ(ⅲ)：福島第一原子力発電所構内の除染廃棄物処分と原子炉建屋デコミッショニングに

関する実現可能な技術の開発」 

地盤工学分野で開発された放射性廃棄物処分技術を起点に、実現可能なデコミッショニング技

術の開発と処分シナリオの構築を行う。これは、未解決の課題であるデブリ取出しに向けた発電

所構内で進められている除染工事で発生する廃棄物の処理・処分、及び取出される燃料デブリや

解体される原子炉建屋の処分におけるデコミッショニング技術の開発を行うものである。 

以上の個別基盤研究に対して、地盤工学会では日本全国に及ぶネットワークを活用して、広い

分野の英知を結集した専門の学術研究委員会を学会内に設置し、各テーマの研究開発成果を議論

し、より良い研究成果となるよう導く。 

また、廃止措置に寄与可能な地盤工学技術を個別基盤研究で開発した技術も含めて体系化し、

原子力技術者と協働できるような新しい地盤工学技術者を育成するプログラム「廃炉地盤工学」

を構築する。 
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2. 業務計画 

2.1 全体計画 

本事業は、福島第一原子力発電所の廃止措置を、実効性の高い技術に基づき実現することを

目指して、高放射線環境下での作業等、原子力分野特有の条件を地盤工学分野の技術と融合し、

現状から廃炉までの時間軸を考慮した個別基盤研究テーマⅰ～ⅲの技術開発を進めると共に、

これら廃止措置に寄与可能な地盤工学技術を体系化し、原子力技術者と協働できるような新し

い地盤工学技術者を育成するプログラム「廃炉地盤工学」を構築する。 

本事業の全体計画（5カ年計画）を表 2.1-1 に示す。 

表 2.1-1 本事業の全体計画（5カ年計画） 

研究項目 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

(1) 廃炉地盤工学を通じた人材育成プログラム 

  （地盤工学会：テーマ*ⅲ及び成果総括） 

① 廃炉地盤工学の構築と廃炉プロセス技術 

  シナリオの評価 

② 廃炉地盤工学教育システムの構築 

③ 廃炉地盤工学に関する認知度の向上と技術 

  の集約体制の構築 

     

(2) 超重泥水・各種覆土の放射線遮蔽性能 

  （早稲田大学：テーマ*ⅱ･ⅲ） 
     

(3) 地下水環境等の解析・調査技術と 

  予測技術の高度化 

  （千葉工業大学：テーマ*ⅰ） 

     

(4) 研究推進 
   

 
 

*個別基盤研究テーマ 
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2.2 本年度計画 

5 カ年計画の 3年目である、本年度の業務実施計画を表 2.2-1 に示す。 

表 2.2-1 平成 29 年度の業務実施計画 

区分 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

(1) 廃炉地盤工学を通じた人材育成 

  プログラム 

① 廃炉地盤工学の構築と 

  廃炉プロセス技術シナリオの評価 

 

② 廃炉地盤工学教育システムの構築 

 

③ 廃炉地盤工学に関する認知度の 

  向上と技術の集約体制の構築 

     
 

      

(2) 超重泥水・各種覆土の放射線遮蔽 

  性能評価（早稲田大学） 

     
 

      

(3) 地下水環境等の解析・調査技術と 

  予測技術の高度化（千葉工業大学） 

            

(4) 研究推進 
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2.3 平成 29 年度の成果の目標及び業務の実施方法 

本節では、本年度成果目標及び実施方法の具体について、作業項目ごとに整理して示す。 

 

2.3.1  廃炉地盤工学を通じた人材育成プログラム 

(1) 廃炉地盤工学の構築と廃炉プロセス技術シナリオの評価 

廃炉地盤工学の内容の充実のために「福島第一原子力発電所廃止措置に向けた地盤工学

的新技術と人材育成に関する検討委員会、略称；廃炉地盤工学委員会」を開催し、地盤系

技術の位置付けや新技術の発掘及びその実現性について検討を行う。また、これまでの検

討で浮上してきた地盤系新技術を用いた廃炉シナリオの検討を行い、その内容の充実と実

効性の評価を行う。 

NDF 及び IRID や当プログラム採択機関との協調強化のため、データベースの作成や機関

担当者との打合せ等を通じて、廃炉地盤工学技術（地盤工学系技術）の見える化を進める。 

検討の深化のため、福島第一原子力発電所の視察のほか、関連する学術研究機関や企業

などとの協議の機会を設け、有用な情報の収集に努める。更に廃炉廃棄物処分等の海外の

関連機関からも情報を収集する。 

(2) 廃炉地盤工学教育システムの構築 

学問単元ごとの WG での検討により、シラバスの検討を進めると共に教材（教科書）の試

作を行う。また、試作した教材を基に、早稲田大学などで廃炉地盤工学の模擬的授業を実

施する。この結果は、廃炉地盤工学委員会にフィードバックすることで、廃炉地盤工学の

構築に向けた内容の更なる充実に役立てる。 

(3) 廃炉地盤工学に関する認知度の向上と技術の集約体制の構築 

地盤工学研究発表会（名古屋開催）において廃炉地盤工学に関する特別セッション等を

開催し、全国レベルでの認知度向上を図る。また、講演会を開催し、広く学会会員からの

廃炉地盤工学に関する意見や技術情報の集約に努めるほか、平成 28 年度に立ち上げた当プ

ログラムホームページの内容を拡充し、学会会員や一般社会に対し業務内容や成果に関す

る情報を発信する。更に土木学会などの関連学会の大会に参加し、当プロジェクトの活動

内容を発信すると共に関連情報を収集する。なお、収集した情報は廃炉地盤工学委員会に

フィードバックし、共有化することで、検討の深化を図る。 

 

2.3.2  超重泥水・各種覆土の放射線遮蔽性能評価（再委託先：早稲田大学） 

テーマ(ⅱ)や(ⅲ)に関して、燃料デブリ取出し補助のためのガンマ線と中性子線両方の遮

蔽性能を有する超重泥水や、構内除染廃棄物の一時仮置き施設のためのガンマ線遮蔽性能と

遮水性能の両方を保有する覆土材の仕様設計に資するため、各材料の仕様に応じて取得した

放射線遮蔽データを拡充すると共に、一次データベースの作成を行う。更に各材料仕様に応

じた施工性を評価するため、平成 28 年度に導入した超重泥水の充填施工性評価実験装置と液

圧測定のできるタクタイルセンサシステムを用いて超重泥水の充填施工性と安定性を、水ポ

テンシャル測定装置により覆土材の保水性能を定量評価する。上記の成果を、各材料の仕様

に応じて整理し、廃炉地盤工学委員会で進める廃炉プロセス技術シナリオを支援するための

新技術メニューを作成する。また、大学における卒業研究・修士研究・博士研究を通じて上
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記成果を得ることにより、人材育成を行う。 

 

2.3.3  地下水環境等の解析・調査技術と予測技術の高度化（再委託先：千葉工業大学） 

テーマ(ⅰ)に関して、長期間の地下水環境・作業環境状況を調査するための地下水流動評

価技術の開発基盤として室内土層実験を実施し、得られた透水係数に基づく流速と種々の試

験の測定値を比較し、現状把握と予測解析に展開するための課題をまとめる。また、現場で

の地下水流動を把握するため、平成 28 年度に引き続き、今後数年間継続して使用可能である

ことを条件としたボーリング孔を用いて現場実証試験を実施する。ここでは、地下水流動に

よる物質移動の評価を対象とする。更にサイト周辺の地下水環境変動予測技術を開発するた

め、広域の概略地下水流動解析結果を引き継ぎ、サイト周辺の詳細地下水流動解析(数値解析

のプロトタイプの開発)を実施し、非定常解析の可能性を検討する。 

また、大学における卒業研究・修士研究を通じて上記成果を得ることにより、教材・資料

の作成及び人材育成を行う。 

 

2.3.4  研究推進 

再委託先の研究等を取りまとめ、廃炉地盤工学委員会の幹部会において実効性の観点から

議論を行い、より質の高い研究の推進に努める。また研究代表者の下、各研究項目間におけ

る連携を密にすると共に、廃炉地盤工学委員会で交わされる幅広い意見を聴きつつ研究を進

める。更に「廃炉基盤研究プラットフォーム」等に積極的に参画すると共に、採択機関が主

催する NDEC の運営にも取組む。 
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3. 平成 29 年度の実施内容及び成果 

3.1 廃炉地盤工学を通じた人材育成プログラム 

3.1.1  廃炉地盤工学の構築と廃炉プロセス技術シナリオの評価 

(1) 研究実施体制 

平成 28 年度に引き続き、地盤工学会に設けた「福島第一原子力発電所廃止措置に向けた

地盤工学的新技術と人材育成に関する検討委員会」（以下「廃炉地盤工学委員会」と言う。）

において、廃炉プロセスや学問単元ごとの地盤系技術の位置付け、新技術の発掘及びその

実現性について検討を行うことにより、廃炉地盤工学の内容の充実を図った。なお、平成

29 年度は当該委員会活動の更なる拡充を図るため、新規委員を補充し、表 3.1-1 に示すメ

ンバー構成とした。 

図 3.1-1 に本研究の実施体制を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-1 業務実施体制（平成 29 年度） 

本年度は、廃炉地盤工学委員会を計 3 回（平成 29 年 6 月 26 日、10 月 16 日、平成 30 年 3

月 5日）開催し、プログラム推進方向等の議論、及び NDF や IRID の担当技術者との廃炉技術

開発に関する情報共有を実施した。また、委員会の運営方法等を協議するため、委員長・座

長・幹事等で構成されるコアメンバー会議を 1.5 ヶ月に 1回定期的に開催した。 

これらに加え、昨年度に引き続き、廃炉地盤工学のためのワーキンググループ（以下、WG）

における活動を継続して実施した。 

これら委員会・WG における活動内容は 3.4 節に取りまとめたので、詳細についてはそちら

を参照されたい。 
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表 3.1-1 廃炉地盤工学委員会構成メンバー（平成 29 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1 委員長 東畑 郁生 関東学院大学

2 副委員長 鈴木 誠 千葉工業大学 創造工学部　都市環境工学科

3 座長 小峯 秀雄 早稲田大学 理工学術院 創造理工学部 社会環境工学科

4 幹事長 後藤 茂 地盤工学会／早稲田大学

5 幹事 高尾 肇
日揮（株） インフラ統括本部 インフラプロジェクト本部
国内原子力プロジェクト部　原子力ソリューショングループ

6 幹事 渡邊 保貴 （一財）電力中央研究所 地球工学研究所 バックエンド研究センター

7 幹事 斉藤 泰久 パシフィックコンサルタンツ（株） 環境創造事業本部　兼 技術研究センター

8 幹事 菱岡 宗介
パシフィックコンサルタンツ（株） 環境創造事業本部
地盤技術部 地盤環境マネジメント室

9 幹事 成島 誠一 西武建設（株） 環境エンジニアリング部

10 幹事 山田 淳夫 （株）安藤･間 技術本部 原子力部

11 幹事 竹内 真司 日本大学 文理学部 地球科学科

12 委員 末岡 徹 （株）地圏環境テクノロジー

13 委員 浅岡 顕 公益財団法人 地震予知総合研究振興会

14 委員 日下部 治 国際圧入学会

15 委員 三村 衛 京都大学大学院 工学研究科 都市社会工学専攻 ジオマネジメント工学講座

16 委員 勝見 武 京都大学大学院 地球環境学堂

17 委員 河西 基 （株）アサノ大成基礎エンジニアリング 資源エネルギー事業部

18 委員 黒木 亮一郎 （独）日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 企画調整室

19 委員 藤崎 淳 原子力発電環境整備機構（NUMO）  技術部 性能評価技術グループ

20 委員 新貝 文昭
パシフィックコンサルタンツ（株） 環境創造事業本部
地盤技術部 地盤環境マネジメント室

21 委員 田中 耕一 鹿島建設（株） 土木設計本部 地盤基礎設計部

22 委員 佐原 史浩 鹿島建設（株） 土木設計本部 地下空間設計部 原子力環境Gr

23 委員 瀬尾 昭治 鹿島建設（株） 技術研究所 岩盤・地下水グループ

24 委員 須山 泰宏 鹿島建設（株） 原子力部 企画室

25 委員 井尻 裕二 大成建設（株） 原子力本部 原子力技術第三部

26 委員 長峰 春夫 大成建設（株） 原子力本部 原子力技術第三部

27 委員 堀越 研一 大成建設（株） 技術センター 技術企画部 企画室

28 委員 奥野 哲夫 清水建設（株） 技術研究所

29 委員 土 宏之 清水建設（株） 土木事業本部 土木技術本部 バックエンド技術部

30 委員 樋口 義弘 清水建設（株） 土木事業本部 土木技術本部 バックエンド技術部

31 委員 山本 修一 （株）大林組 低レベル放射性廃棄物処分プロジェクト

32 委員 深谷 正明 （株）大林組 原子力本部 原子力環境技術部

33 委員 松田 隆 （株）大林組 技術本部

34 委員 渡邉 康司 （株）大林組 東京本社 技術本部　技術研究所 地盤技術研究部

35 委員 山本 彰 （株）大林組 東京本社技術本部 技術研究所

36 委員 下河内 隆文 （株）竹中工務店 原子力火力本部 計画推進１グループ

37 委員 菱谷 智幸 （株）ダイヤコンサルタント ジオエンジニアリング事業本部 地圏環境事業部

38 委員 西本 壮志
（一財）電力中央研究所 地球工学研究所 バックエンド研究センター
   ／原子力リスク研究センター 自然外部事象研究チーム

所属氏名会務

39 委員 塩月 正雄
（国研）日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所
環境技術開発センター

40 委員 嘉門 雅史 京都大学名誉教授

41 委員 張 鋒 名古屋工業大学 大学院工学研究科 地盤工学研究室

42 委員 小高 猛司 名城大学 理工学部 社会基盤デザイン工学科

43 委員 土田 孝 広島大学 大学院工学研究院 地盤工学研究室

44 委員 半井 健一郎 広島大学 大学院工学研究院 土木構造工学研究室

45 委員 木村 育正 （株）技研製作所 工法事業部

46 委員 進士 喜英 日本原燃（株） 埋設事業部 開発設計部

47 委員 氏家 伸介 （株）ホージュン　応用粘土科学研究所

48 委員 後藤 政昭 ソイルアンドロックエンジニアリング（株）

49 委員 重富 正幸 ソイルアンドロックエンジニアリング（株）

50 委員 須佐見 朱加 佐藤工業（株） 技術研究所 土木研究部

51 委員 原田 健二 （株）不動テトラ　地盤事業本部 技術部

52 委員 河井 正 東北大学 工学研究科 土木工学専攻

53 委員 小林 晃 関西大学 環境都市工学部 都市システム工学科

54 委員 片山 啓 （株）長大 海外事業本部 海外事業部海外技術1部

55 委員 内海 秀幸 千葉工業大学 工学部 建築都市環境学科

56 委員 千々松 正和 （株）安藤･間 技術本部 原子力部

57 委員 利藤 房男 応用地質（株） 技術本部

58 委員 平山 利晶 国際航業（株）

59 委員 竹原 和夫 JIPテクノサイエンス（株） 解析ソリューション事業部 東京技術営業部 技術課

60 委員 熊谷 浩二 八戸工業大学大学院 社会基盤工学専攻

61 委員 吉田 秀典 香川大学 安全システム建設工学科

62 委員 井上 誠 （有）地球情報・技術研究所

63 委員 青山 翔吾 基礎地盤コンサルタンツ（株） 技術本部 地盤岩盤解析室

64 委員 内田 篤貴 日本物理探鑛（株） 企画本部

65 委員 長江 泰史 （株）テルナイト

66 委員 加茂 由紀彦 八千代エンジニヤリング（株） 総合事業本部　地質･地盤部技術第2課

67 委員 田岸 宏孝 （株）アサノ大成基礎エンジニアリング　原子力バックエンド事業部

68 オブザーバ 末広　俊夫
東京電力ホールディングス（株）経営技術戦略研究所
土木・建築エンジニアリングセンター

69 オブザーバ 小野 文彦
東京電力ホールディングス（株）　福島第一廃炉推進カンパニー
プロジェクト計画部 廃棄物対策グループ

70 オブザーバ 山内　丈樹 原子力損害賠償・廃炉等支援機構(NDF) 技術グループ

71 オブザーバ 今村　功 技術研究組合 国際廃炉研究開発機構（IRID） 開発計画部 企画・管理チーム

72 オブザーバ 松元　愼一郎 技術研究組合 国際廃炉研究開発機構（IRID） 開発計画部

73 オブザーバ 高守 謙郎 技術研究組合 国際廃炉研究開発機構（IRID） 研究管理部

74 オブザーバ 藤崎 三郎 （公財）原子力安全研究協会 研究支援部

75 オブザーバ 芦田 敬
（国研）日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門
廃炉国際共同研究センター　廃棄物処理処分ディビジョン

76 オブザーバ 茶谷 恵治
（国研）日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門
廃炉国際共同研究センター

所属氏名会務
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(2) 廃炉地盤工学の構築 

廃炉地盤工学とは、図 3.1-2 に示すような原子力発電所の廃止措置の各段階で寄与可能

な様々な地盤工学系技術の位置付け（適用可能性）を明確化し、新技術の創出や技術の高

度化を促進すると共に、廃炉事業のための人材育成を主目的としたものである。 

これら地盤工学会が考える（１）汚染水･地下水環境から（２）デブリ取出しを経て（３）

施設解体・廃棄物処理処分に至る時系列な流れと中長期ロードマップや戦略プランから導

かれたシナリオを対比することで、これまでに技術マップとして取りまとめた廃炉に寄与

可能と考えられる地盤工学関連技術がどの作業項目において適用・貢献可能かを廃炉事業

に携わる方々により分かり易く提供できるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-2 廃止措置に寄与可能な地盤工学系技術 

 

このような考えの下、本年度は地盤工学系技術の位置付けや新技術の発掘及びその実現

性について検討を行った。以下にその検討結果について詳述する。 
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1) 技術マップに関する検討 

本年度は新たに収集・提供された技術情報に基づき、技術マップの更新を行うと共に、

平成 28 年度にデータベース化を念頭に置きつつ整理・構築した技術メニューDB（案）に

ついて更新を行った。なお、技術マップに整理されたデータ件数は 93 件となっている。 

以下に更新した技術マップ及び技術メニューDB（抜粋）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-3 技術マップ rev.09.1（公開用）1/4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-4 技術マップ rev.09.1（公開用）2/4 
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図 3.1-5 技術マップ rev.09.1（公開用）3/4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-6 技術マップ rev.09.1（公開用）4/4 
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図 3.1-7 技術メニューDB（案）rev.H29（抜粋） 
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2) 廃炉シナリオに関する検討 

平成 28 年度に検討・構築したシナリオ素案について、本年度 8月～9月に公開された

戦略プラン 2017 や中長期ロードマップ（案）の内容を踏まえ、再構築した。 

図 3.1-8 に再構築した基本的なシナリオを示す。 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-8 基本的なシナリオ 

このシナリオ素案は、中長期ロードマップ(1）及び戦略プラン(2）に示された廃炉までに

必要な作業や内容を幾つかの作業グループごとに整理し、この結果より導かれた作業項

目を時系列に沿って取りまとめたもので、『プラント安定状態維持・管理』以下に「臨界

管理」「冷却」「閉じ込め」「安全設備の維持・信頼性向上」などが存在するように、各

作業項目の下位にはより詳細な作業工程・項目が存在する構成となっている。 

戦略プラン 2017 に基づく変更としては『炉内･燃料デブリの状況把握』が『燃料デブ

リ取出し工法実現性検討』と並行して継続的に実施される点と、『燃料デブリ取出し』

に含まれていた『燃料デブリ取出しに向けた取組み（準備・環境整備・関連工事）』が具

体化され、新たな作業項目としてまとめられた点である。 

また、シナリオ素案における各作業項目以下まで細分化したシナリオ（作業工程・項

目）についても、昨年度整理した内容を基に更新を行った。中長期ロードマップ（案）に

基づく廃炉工程全体の枠組み（図 3.1-9 参照）と共に、これらの整理したシナリオを図

3.1-10～図 3.1-14 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-9 中長期ロードマップ（案）に基づく廃炉工程全体の枠組み
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図 3.1-10 中長期ロードマップ及び戦略プランの整理結果（改訂版）①  
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図 3.1-11 中長期ロードマップ及び戦略プランの整理結果（改訂版）②  



 3.1-10

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-12 中長期ロードマップ及び戦略プランの整理結果（改訂版）③  
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図 3.1-13 中長期ロードマップ及び戦略プランの整理結果（改訂版）④ 
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図 3.1-14 中長期ロードマップ及び戦略プランの整理結果（改訂版）⑤ 
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3) 地盤工学系技術を活用した廃炉シナリオの検討 

2)で整理したシナリオ（中長期ロードマップ及び戦略プランの整理結果）を踏まえる

ことで、政府･国･東京電力などが考える廃炉までの事業の流れ･考え方を正しく理解・把

握でき、これにより前述の技術マップで掲げた廃炉に寄与可能と考えられる様々な地盤

工学系技術を実情に則し、かつ説得力ある形で提示できるものと考える。 

本項では、技術マップに提示した様々な地盤工学系技術と整理したシナリオの融合を

試みることで、同技術の利用場面やその適用性について検討した。図 3.1-16～図 3.1-24

に、【燃料デブリ取出し工法の実現性検討】段階や【廃棄物対策（固体廃棄物保管・管

理）】段階などを例に、寄与可能な地盤工学系技術を整理した結果を示す。 

なお、各技術名称の脇に記したコード（①A-01）は、技術メニューDB で使用している

コード番号であり、技術分類を意味する。また、赤字で記した技術は本研究で開発中の

技術である。以下に技術メニューDB における情報項目の仕様を参考として示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-15 技術メニューDB（案）における情報項目 

① 【燃料デブリ取出し工法の実現性検討】段階で寄与可能な地盤工学系技術（その１） 

燃料デブリ取出しに際して求められる PCV（原子炉格納容器）や建屋の健全性確保に寄与可

能と考えられる地盤工学系技術であり、上段は構造物自体の健全性に寄与する技術、下段は

基礎部分の安定性に寄与する技術からなる。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-16 シナリオにおける地盤工学系技術の適用性（1/9）  
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② 【燃料デブリ取出し工法の実現性検討】段階で寄与可能な地盤工学系技術（その２） 

燃料デブリの取出しに関わる技術群である。 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-17 シナリオにおける地盤工学系技術の適用性（2/9） 

③ 【燃料デブリ取出し工法の実現性検討】段階で寄与可能な地盤工学系技術（その３） 

燃料デブリ取出し作業に伴う閉じ込め区画、PCV 内の水位管理等、安全に作業を行うための

環境構築に寄与可能な技術群であり、「労働安全の確保･被曝低減」にも関係する技術である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-18 シナリオにおける地盤工学系技術の適用性（3/9） 

④ 【プラントの安定状態維持･管理】段階で寄与可能な地盤工学系技術（その１） 

臨界管理・冷却機能の維持に関わる PCV 等の止水に寄与可能な技術群である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-19 シナリオにおける地盤工学系技術の適用性（4/9）  
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⑤ 【プラントの安定状態維持･管理】段階で寄与可能な地盤工学系技術（その１） 

労働安全の確保・被曝低減に寄与可能な技術群であり、1F 事故発生後のオフサイトにおけ

る除染作業等に伴って開発されてきた技術である。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-20 シナリオにおける地盤工学系技術の適用性（5/9） 

⑥ 【廃棄物対策（固体廃棄物の保管･管理）】段階で寄与可能な地盤工学系技術（その１） 

廃棄物量の低減に寄与可能と考えられる技術群であり、オフサイトの除染等に伴って培わ

れてきた技術である。減容化技術のほかに再利用等の技術も含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-21 シナリオにおける地盤工学系技術の適用性（6/9） 

⑧ 【廃棄物対策（固体廃棄物の保管･管理）】段階で寄与可能な地盤工学系技術（その２） 

放射性物質の計測、分析、解析等が主体となるため、現状では技術マップ内に寄与可能な

技術は収められていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-22 シナリオにおける地盤工学系技術の適用性（7/9） 
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⑦ 【廃棄物対策（固体廃棄物の保管･管理）】段階で寄与可能な地盤工学系技術（その２） 

保管段階で寄与可能と考えられる技術群であり、廃棄物処分場や放射性廃棄物の処分（地

層処分・余裕深度処分･浅地中トレンチ処分・浅地中ピット処分）で研究・開発が進められて

きた技術である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-23 シナリオにおける地盤工学系技術の適用性（8/9） 

一方、以下は主に保管中の管理面で寄与可能と考えられる技術群であり、先のものと同様

に廃棄物処分場や放射性廃棄物の処分（地層処分・余裕深度処分･浅地中トレンチ処分・浅地

中ピット処分）で研究・開発が進められてきた技術である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-24 シナリオにおける地盤工学系技術の適用性（9/9） 

以上のように、戦略プラン等から整理されたシナリオ下位の細分化した各作業項目に対して、

技術マップに取りまとめた様々な地盤工学系技術の適用性について整理・検討した結果、選択肢

としては十分ではないまでも、様々な段階・作業項目で活用可能な技術が存在していることが確

認された。従って、次年度以降は個別の作業項目（固体廃棄物の低減など）に着目した地盤工学

系技術を活用したシナリオ（案）の構築を進めると共に、WG や委員会でその実現性等について検

証する方針とする。  
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(3) 関連する資料や情報の収集 

廃炉地盤工学委員会における検討の深化のため、関連する資料や情報の収集を行った。

その一環として、昨年度に引き続き福島第一原子力発電所の視察を行ったほか、関連する

学術研究機関や企業などとの協議の機会を設け、有用な情報の収集に努めた。また、今年

度は海外の放射性廃棄物処分に関わる機関との情報交換も実施した。 

以下に、その概略をまとめる。なお、下記以外の情報収集活動、関連する学術研究機関

等との協議については、3.1.3（3)及び 3.4.3 項に記した。 

 

1) 平成 29 年度 福島第一原子力発電所視察 

本プログラムを推進するにあたっての人材教育及び情報収集の一環として、昨年度に

引き続き廃炉地盤工学委員会幹事団及び学生を主体として、福島第一原子力発電所（以

下、1F と記す。）の視察を行った。 

現地到着後、1F 未来館において東京電力側視察担当者から各号機の最新状況などにつ

いて説明を受けた後、専用バスで 1F 構内へ向かった。今回の視察では、間近で 2号機と

3号機の損傷状況が確認できたほか、3号機使用済燃料取出し用設備の設置状況や乾式キ

ャスクの保管設備、建設中の固体廃棄物貯蔵庫に加えて、敷地北側で整備が進められて

いる固体廃棄物（瓦礫・伐採木等）の保管エリアを確認した。 

昨年度に引き続き、廃炉に向けた作業の着実な進展状況や作業環境の改善・向上の様

子が見られた一方で、間近で見た 2･3 号機の壁面に残る生々しい損傷状況からは今後の

廃炉までの困難さや長い道のりが想像された。 

■日時 ：平成 30 年 1 月 11 日（木）午後 

■場所 ：1F 未来館（旧：東京電力㈱福島第二原子力発電所エネルギー館） 

 ～ 福島第一原子力発電所構内 

■参加人数 ：16 名（うち、学生 8名） 

 

   

図 3.1-25 福島第一原子力発電所視察状況 

（左：視察参加者 中央：原子炉建屋壁面の状況 右：固体廃棄物保管エリアの整備状況） 
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2) NAGRA-JGS Workshop に関する報告 

(a) 目的 

福島第一原子力発電所の廃炉は、今後、廃棄物の処理・処分のフェーズにウェイトが

シフトしていくことが想定されるため、通常廃炉の枠における廃棄物処分の技術や考え

方をレビューした上で、廃炉における課題の整理や研究、教育プログラムへの反映を図

っていくことが重要と考えられる。また、国際的な協働体制を構築できれば、研究・技

術の視野を広げ、若手育成を推進する上で有効な手段となる。 

以上から、欧州で放射性廃棄物処分をリードする NAGRA※1 を訪問し、地盤工学会の活

動を紹介すると共に、地下研究設備の視察やディスカッションを通じて、今後の活動や

人材育成の連携を築くことを目指した。 

(b) 工程と参加者 

工程と参加者は以下のとおり。 

■日時 ：平成 29 年 11 月 13 日（月）～17 日（金） 

■訪問場所 ：モンテリ実験場（Mont-Terri）※2、NAGRA 本部（Zürich） 

■出席者（JGS） ：渡邊 保貴（廃炉地盤工学委員会幹事、（一財）電力中央研究所） 

  鈴木 誠 （廃炉地盤工学委員会副委員長、千葉工業大学） 

  小峯 秀雄（廃炉地盤工学委員会座長、早稲田大学） 

  後藤 茂 （廃炉地盤工学委員会幹事長、早稲田大学） 

  吉川 絵麻（早稲田大学） 

  伊藤 大知（早稲田大学） 

■出席者（NAGRA） ：Dr. Stratis Vomvoris 

  Dr. Ingo Blechschmidt 

  Mr. Hansruedi Fisch 

  Dr. Andrew Martin 

  Dr. Leupin Olivier 

(c) Mont-Terri 地下研究施設の視察とディスカッション 

スイスの放射性廃棄物処分に関する動向や Mont-Terri における研究・技術開発や協力

体制について概略を伺い、地下研究施設を視察した。 

施設内では、実規模での廃棄体（オーバーパック）の定置、埋戻しに関する施工試験

とモニタリングを進めている Full-scale Experiment、発熱式のオーバーパック模型を

含む縮小模型原位置試験に位置付けられる Heat Experiment のほか、工学的特性に及ぼ

す微生物活動の影響を調べる種々の試験（ガスモニタリング含む）等を視察した。その

際、大規模な試験ほどベントナイトの飽和に長時間を要するため、試験中の状態管理が

難しく、現実と乖離してしまう状況もあり得るため、ベントナイトの飽和は難しい問題

とされていたことが印象的であった。また、振動計測等、国内の Ph.D.学生による試験現

場も視察した（平成 28 年度、同研究施設で取得したデータを活用して Ph.D.を取得した

者は約 3名とのこと。）。 

なお、母岩となるオパリナスクレイはスメクタイト－イライト混合層が高い含有率で
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含まれており、間隙率は 15～18 %、原位置の状態での透水係数は 10-13 m/s であることな

どの説明を受けた。また、掘削により母岩の損傷領域（EDZ）が形成されるが、この程度

や発生機構も調査が進められており、長期的にはオパリナスクレイの変形により亀裂部

分は自己修復されると考えられているようであった。しかし、海水系地下水により EDZ

近傍の間隙で塩濃度が高まる、或いは沈殿物が空隙を埋めることにより、母岩本来の自

己修復性が損なわれる可能性が懸念されており、訪問時点では検討中とのことであった。 

(d) NAGRA 本部におけるミーティング 

地盤工学会より、文科省・人材育成プログラムの概要、福島第一原子力発電所の廃炉

の現状と課題、現存する地盤工学的な廃炉関連技術の紹介、そして、学会の取組みとし

て 3 つの着眼点（地下水環境モニタリング、デブリ取出しや建屋解体の補助、廃棄物の

保管・処分）に応じた話題提供を行い、意見交換を行った。 

一方、NAGRA からはグリムゼル（Grimsel）※3における研究・技術開発の状況や、人材

育成に関する取組みや考え方が説明された。以下に要点を整理する。 

 NAGRA における最近の取組み 

光ファイバーを使ったひずみ・温度・熱伝導率のモニタリング技術の開発について紹

介があり、基礎的な検討は既に行われているため、今後は原位置環境への本格的な適用

に進んでいくとのことであった。なお、この技術を福島第一原子力発電所の廃炉に役立

てられないかと NAGRA 側より提案があり、具体的には大寸法の遮水壁・凍土壁のモニタ

リングへの適用で、地盤工学会とのコラボレーションの 1 つとして考えてみたいとのこ

とであった。 

 地盤工学会の取組みに関するコメント等 

地盤工学会で作成した技術マップに対し、廃炉に関する検討で使われている数値解析

コード選定の考え方に興味を示し、GETFLOWS を事例として挙げていることについて、な

ぜこれを採用したのか理由を知りたいとの質問があった。これに対し、地盤工学会の取

りまとめは、手法の 1つを例示した形であること、GETFLOWS に関しては開発者が日本人

であることを補足した。 

また、ベントナイトとバライトの混合により作成した重泥水について、格納容器内の

高温環境に耐えられるかどうか、材料にどういった変化が生じるか、といった質問があ

った。また、ベントナイトを使用していることから、膨潤性の程度、ディスアドバンテ

ージ、コストに関する質問があった。これに対しては、現時点では検討できていないが、

今後の課題とする旨、回答した。 

 グリムゼルでの取組みについて 

NAGRA では、廃棄体の隔離距離など施設設計の最適化に必要との考えから、高温下での

種々のデータ収集やデータベースの作成が重要と認識されているようであった。また、

再冠水過程を含め、高温下での変質も視野に入れたベントナイトの種々のデータが不足

しているという認識を持っており、廃棄物処分施設の最適化（コストや施設空間量や設

置期間なども考慮。）を検討するために新しく原位置試験が実施される計画とのことで

あった。 
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また、グリムゼルやモンテリでは、境界条件をきちんと把握した上で種々の計測を行

うことを重要視しており、数値解析やモニタリング技術の高度化は不可欠と考えられて

いた。一方でベントナイトの変質とこれに伴う挙動の変化は非常に重要で困難な課題と

認識されていた。 

 人材育成について 

NAGRA では、グリムゼルを 1つの研修場所とした Summer program を実施しており、こ

れは学生を対象に 5 日程度で原位置試験の実習やデータ処理、議論を行うものであると

のことであった。（なお、Summer program という名称での正式実施は平成 29 年（2017

年）からであるが、それ以前から同様の取組みは続けられてきたとのこと。）。 

以下に、人材育成に関する取組みで伺った事項を列記する。 

・平成 29 年（2017 年）には約 10 名の学生の参加者があり、平成 30 年（2018 年）には

ボアホールを使った水理特性把握の原位置試験がトピックとして予定されている。 

・同様の取組みは十数年前から実施しており、参加者の殆どは原子力分野の学生（学部、

修士）で、処分分野のプロフェッショナルになることを前提に参加している。 

・受け入れに制限は設けられていない。 

・人数が多い場合は班や日程を分けて開催する。 

・以前は中国からの参加者もあった。 

・プログラムの参加者は全員が処分分野に就職しているとのことで、NAGRA では本プロ

グラムがビジネスに直結することが重要と考えている。 

・1週間の短期実習ではあるが、ベントナイトの実験実習も計画されており、地下研究

施設で行われている複数の原位置試験で原理や方法を学び、必要に応じて室内試験結

果も使用できるようにして、学んでもらう方針。 

・ベルン大学の修士には単位認定のインターンシップ（1週間）があるほか、別途、Ph.D.

の学生も受け入れていた。 

NAGRA では、原位置試験を含め、このような様々な取組みを通じて、データや技術、ノ

ウハウを集約しているとの考えであった。 

 

(e) 今後の展開 

地盤工学会がパイプとなってNAGRAのインターンシップへ学生を派遣することや若手を

含めた定期的な情報交換会といった形式で人材育成の面で連携を図っていくことが今後

の展開として考えられる。また、放射性廃棄物処分に関しては、NAGRA だけではなく他国

の組織とも交流する必要がある。 

なお、グリムゼルは地盤工学的にも新しいテーマがあると思われるため、学術的にも交

流を持つことは重要であると考えられる。更に福島第一原子力発電所の廃炉に関しては

NAGRA から提案はあったものの、直ぐに連携することはできないため、両国の現状や研究

アプローチなど、できれば各機関の若手を含めて情報交換を進めることを検討する必要が

あると考えられる。 
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Member Mont Terri Rock Laboratory Workshop 

図 3.1-26 NAGRA 視察･ミーティング状況 

 

※1 NAGRA  ：スイスの放射性廃棄物管理共同組合 

（Nationale Genossenschaft für die Lagerung radioaktiver Abfälle） 

※2 Mont-Terri 岩盤研究所 ：スイス北部の堆積岩（ｵﾊﾟﾘﾅｽｸﾚｲ）分布域に建設された地下研究施設。 

※3 Grimsel 試験サイト ：スイス南部の結晶質岩分布域に建設された地下研究施設。 
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3.1.2  廃炉地盤工学教育システムの構築 

廃炉地盤工学を軸とした教育体制構築のために、廃炉地盤工学を構成する学問単元の現状

などの評価を行った。構成する学問単元に関する内容と優先度の検討結果を以下に記す。 

但し、この検討は主に昨年度行ったものをベースとし、補足事項等を加えたものである。 

 

(1) 廃炉地盤工学を構成する学問単元と取組みの優先度 

廃炉地盤工学を構成する技術の属性・学問単元と取組むべき技術課題を整理すると共に、

各学問単元の現状の成熟度についてまとめる。 

✏  地盤力学 

原子炉廃止措置での各段階で生じる構造物及び地盤の形態変化について、地震等に対する

安定性を検討するための技術群である。 

学問としては、長い伝統と豊富な実績を有し、教育機関の土木工学科などで授業が行われ

ている。廃炉問題に関しては、上述の技術課題や境界条件の整備といった課題を抱えるが、

基本的には現状の技術の延長上で取組むことが可能と評価できる。 

✏  地盤環境学 

廃止措置過程において必要な地盤内（地下水、地下空洞等）の放射線環境を予測・評価・

改善するための技術群である。 

地盤掘削に伴う地下水挙動などにおいて研究実績が豊富に存在するが、実際の土粒子の間

隙における水の動きについては不明な点も多い（3.3 参照）。空間放射線の問題に関連した環

境評価という意味では新しく、教育機関でも殆ど取り上げられていない。 

✏  地盤材料学 

廃止措置に有効な地盤系材料（ボーリング補助液・止水材・グラウト材・覆土材料等）を

開発・改良する技術群である。 

汚染土壌や廃棄物の処理における地盤系材料を活用した取組みは、産業廃棄物の処分分野

では既に行われており、研究成果・実績も豊富に存在する。また、高レベル放射性廃棄物や

TRU 廃棄物などの放射性廃棄物の処分分野でも、研究・開発が進められており、研究成果も増

えつつある。 

✏  地盤施工学 

廃止措置における環境的・構造的条件を考慮して、最適な工法・材料を選択し、廃止措置

過程を実体化させるための技術群である。 

施工学は通常の土木工事で行われる思考過程を取扱ったものであるが、経験工学的な色合

いが強く、教育機関での取組みは進んでいない。特に事故原発の廃炉作業においては未経験

な場面・事象が連続することが想定され、通常の施工学を適用するには困難と考えられる。 

 

このように、学問としての成熟度や教育機関での取扱いは学問単元ごとに様々であること

から、これらを鑑み、本研究ではこれら学問単元への取組み優先度を以下のとおり整理する。 
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表 3.1-2 廃炉地盤工学における学問単元の取組み優先度 

学問単元 取組み優先度 解説 

地盤⼒学 ⼩ 
・廃⽌措置が進展し、課題が明確になった時点から取組むことで対応
可能。 

地盤環境学 中 
・現状の技術の進展により対応できる可能性が⾼い。 
☞本プログラムでは再委託先の千葉⼯業⼤学の実⾏グループ（地盤

環境学 WG）を中⼼に検討を実施。 

地盤材料学 中 

・現状でも技術の進展が盛んであり､これを進めていくことで廃⽌措置に
向けた問題にも対応できる可能性が⾼い。 

☞本プログラムでは再委託先の早稲⽥⼤学の実⾏グループ（地盤材
料学 WG）を中⼼に検討を実施。 

地盤施⼯学 ⼤ 

・経験⼯学的な⾯が強く、学問としての普遍性という意味で現状の 
レベルは極めて低い。特に未経験な場⾯が連続する事故原発の廃⽌
措置については対応できない可能性が⾼い。 

・⼀⽅で、計画の具現化､新材料適⽤に際しては､施⼯の概念が必須
となるため、早急に取組む必要がある。 

☞本プログラムでは地盤⼯学会の実⾏グループ（地盤施⼯学 WG）
を中⼼に検討を実施。 

 

(2) 廃炉地盤工学／地盤施工学の構築 

上記検討の結果、学問単元のうちで地盤施工学の取組み優先度が最も高いことが明らか

になった。そこで、施工に関わる業務に従事しているコアメンバーを選抜して地盤施工学

WG を結成し、教育としての地盤施工学の内容を検討した。 

以下に検討結果の概要を示す。 

1) 構築にあたって 

廃炉に貢献する地盤工学系技術の立場を確立するためには学問的な位置付けが必要で

ある（技術の伝承や活用可能技術の拡大）が、40 年かかると言われている事故原発の廃

炉期間は学問の寿命としては長くはなく、後継者が続くためには長期的に活用可能な技

術教育にすることが望ましい。従って、まずは学問的な流れを構築し、事故原発の廃炉

をその活用場面の 1 つとして捉えることで学問としての普遍性を高め、長期的な教育を

可能とすることを目指す。また、構築の端緒としては事故廃炉（福島原発）を対象に必

要技術を考えるが、通常廃炉（事故原発以外の原発廃止措置）については、検討の流れ

から判断する。 

2) 廃炉地盤工学における地盤施工学が目指すべきもの 

 廃止措置における環境的・構造的条件を考慮した最適な工法・材料を選択し、廃止

措置過程を実体化させるために必要な技術群を体系化する（Construction 

management）。 

 地盤工学関連の施工技術である掘削や埋戻し、基礎構築、地盤・空隙への固化物注

入及び地下構造物の構築等について、施工場所の状態に応じた最適な材料・工法の

選択を行うと共に適正な実施・管理（調整）ができる能力を育成する。 
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3) （事故）原子力発電所における廃止措置技術の特殊性 

原子力発電所（事故原発含む）の廃止措置において、通常の土木施工とは異なる特殊

性を以下に整理する。 

・ 放射性物質の遮蔽･閉じ込めなど､通常の工事では考慮されていない評価基準を考慮

する必要がある。 

・ 未経験の事象であり､類似事象も乏しい（TMI-2：スリーマイル原発、チェルノブイリ

原発など）ため、状況把握が困難であると共に最適判断基準が不明確である。 

・ 最終形態の具体性が欠如しており、また次工程の性能（制約条件に対する対応能力）

も不明確であるため、各施工要素の要求性能の把握（具体化）が困難である。 

・ 原子炉施設に関する知識の絶対量が不足していること、事故後の原子炉内部状況が不

明確であること、及び要求性能の不明確さに伴う建設要素の具体性欠如などが制約条

件の把握を困難としている。 

（但し、知識不足は技術者の努力次第で解消可能であり、原子炉内の状況も時間と共

に解明されていくことが見込まれる。） 

・ 建設要素の具体性が欠如しているため、相互の関連性把握が困難である。 

・ 他分野（主として原子力分野）要素との協働経験が欠如している。 

4) 構築方針 

前項で整理した特殊性を踏まえ、廃炉地盤工学／地盤施工学の構築方針を以下のとお

りとした。 

＜方針１（基本）＞ 

 廃止措置の過程を考慮しつつ、一般的な地盤施工との類似性について検討し、廃炉地

盤工学／地盤施工学の学問的な流れを構築する。廃止措置の特殊性は制約条件、要求性

能などから、品質管理項目や管理試験などで組込むこととする。 

✏ 狙い：目的（要求機能）を単純化し、類型工事から学ぶ。 

＜方針２（上級）＞ 

 廃炉プロセスの上流側概念から参画することにより、制約条件や要求性能を緩和し、

工法や材料の選択肢を拡大する。 

✏ 狙い：目的（要求機能）を広く捉え、工法・材料選択の柔軟性を高める。 
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5) 地盤施工学の概略構成 

これまでの検討結果を踏まえ、廃炉地盤工学における地盤施工学の構成を以下のとおり

とする。 

【Ⅰ. 地盤施工学総論】 

ⅰ. 一般的な施工学としての内容 

ⅱ. 地盤施工学とした場合の留意点 

ⅲ. 廃炉地盤工学としての特殊性 

【Ⅱ. 廃炉における事例検討】 

ⅰ. 汚染水・地下水制御 

ⅱ. 燃料デブリ取出し 

ⅲ. 廃棄物処理・処分 

ⅳ. 施設解体 

 

6) 地盤施工学としての留意点の組込み 

地盤や土の特性など、地盤施工学として組込むべき事項を以下に整理する。 

(a) 構造物支持体としての特性（地盤）－構造物の重量支持、変位抑制(沈下･側方） 

① 支持層の決定 

② 荷重伝達方法（基礎形式）の決定 

(b) 構造物自体の特性－河川堤防、道路・鉄道盛土など 

① 要求機能・性能と変形特性 

② 耐久性 

③ 経済性（使用数量と単価） 

④ 災害耐久性と復旧の容易さ 

(c) 構築材料としての特性－覆土、充填材、泥水（安定液） 

① 材料としての品質 

② 入手の容易さと品質の安定性 

③ 耐久性（長期信頼性） 

(d) 特性ごとの管理項目、管理試験の方法 

(e) 特性ごとのばらつきの考え方（許容幅）と解決方法（調査､工法､代替材料･工法） 

7) 廃炉地盤工学としての特殊性の考慮 

廃炉地盤工学として、原子炉廃止措置における特殊性をどのように考慮していくかに

ついて、前述の方針 1及び 2それぞれの検討結果を示す。 

＜方針１（基本）＞に対する対応 

① 施工技術の分類 

施工技術は多岐に亘るが、建設対象、建設行為、建設材料、建設工法などにより分類

することができる。分類には大分類（例：道路工事等）と細分類（例：掘削工事、山止め

工事等）があり、後者において、それぞれの建設技術は既に体系化や類型化、システム

化されているものもあり、未経験の建設対象でも施工技術の細分化により類型化した施
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工技術と共通点を見出せる可能性があることから、施工学の創設の参考にすることがで

きると考えられる。 

以下に、施工技術の分類例をまとめる。 

表 3.1-3 施工技術の分類例 

分類 施⼯技術 

建設対象による分類 
河川⼯事、道路⼯事、橋梁⼯事、建築⼯事、鉄道⼯事、港湾⼯事、 
空港⼯事、ダム⼯事、トンネル⼯事、造園⼯事 など 

建設⾏為による分類 
掘削⼯事、埋設⼯事、転圧⼯事、浚渫⼯事、組積み⼯事、打設⼯事、 
塗装⼯事、舗装⼯事 など 

建設材料による分類 ⼟⼯事、⽯⼯事、コンクリート⼯事、鋼⼯事、タイル⼯事 など 

建設⼯法による分類 
杭⼯法、ケーソン⼯法、シールド⼯法、沈埋⼯法、プレストレスト⼯法、 
プレキャスト⼯法、ナトム⼯法、バーチカルドレーン⼯法 など 

 

② 事故原発の廃止措置における展開（試行） 

廃止措置に至る過程において挙げられた代表的な作業項目と、これに対する類似した

一般工法を下表に示すとおり、試行的に整理した。 

表 3.1-4 廃止措置における作業項目と類似一般工法（案） 

 作業項⽬ 類似する⼀般⼯法 

構造的及び環境安定性
（安全性）の確保 

地下⽔の流動制御 都市部⼭留め⼯事、産業廃棄物処理場 
構造耐震性の確保 （歴史的構造物等の）耐震補強／レトロフィット 

⾃然災害時の対応性向上 
※⼀般的な仮設構造物でも考慮されるべきであるが

実施事例なし。 

燃料デブリの取出し 

格納容器底部の 
燃料デブリ解体と取出し 

－ 

燃料デブリからの放射線遮蔽 － 
放射性物質の閉じ込め － 

圧⼒容器・格納容器の 
解体 

格納容器の解体撤去 
サイロ等の解体⼯事、ダイオキシン類に汚染された 
施設の除染･解体⼯事 

圧⼒容器の解体撤去 同上 

解体放射性廃棄物の 
処理･処分 

⼀次仮置施設 産業廃棄物処理場、⼀般的な覆⼟⼯事 
中間貯蔵施設 （⼀般的な）地下貯蔵施設 
地層処分施設 ⼭岳トンネル⼯事、⼤深度⽴坑⼯事 

 

③ 燃料デブリ取出し事例の検討 

スリーマイル島の原子力発電所事故では、原子炉内の場所によって、デブリの形態が

様々に異なっていたことが確認されており、それぞれの形態に適した方法で取出し作業

が行われた。その方法の多くは、図 3.1-27 に示すとおり、通常の土木工法である。 
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図 3.1-27 TMI-2 における燃料デブリ取出し 

参考：燃料デブリの特性(1) 
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④ 品質管理項目･管理試験などへの組込み 

2 つの例題を基に、廃止措置における特殊性を品質管理項目や管理試験への組込んだ

場合の検討結果を以下に示す。 

表 3.1-5 廃止措置における特殊性の組込み事例 

例題-1：冠⽔⼯法の⽔の代わりに、超重泥⽔を⽤いた場合の効果を想定 
 要件 真の特性 代⽤特性 

【S】 
燃料デブリからの放射線を 
遮蔽できる 

放射線遮蔽特性 密度、含⽔率 

【S】 
粉塵や燃料デブリ切削時の 
⾶散を抑⽌できる 

粉塵抑⽌特性 
気相／液相、 
粘性、⽐重 

【D】 
切削粉等を取出す媒体に 
できる 

粉塵等の保持能⼒ 
粘性、⽐重、 
（粉塵の）分離性 

【Q】 格納容器の漏⽔を抑⽌できる 遮⽔性 
泥膜の⽣成能⼒ 
泥膜の透⽔性や強度 

＊Q：品質  C：コスト  D：⼯期  S：安全 
 

例題-2：ベントナイト混合⼟を放射性廃棄物の⼀次仮置施設や中間貯蔵施設の覆⼟に⽤いた場合を想定 
 要件 真の特性 代⽤特性 

【S】 
⾬⽔や地下⽔の浸⼊を抑制 
できる 

遮⽔性（透⽔性） 密度、厚さ、ベントナイト量 

【Q】 
⾬・⾵等の天候による経年 
劣化を抑制できる 

耐浸⾷性 
密度、厚さ、鉱物組成、 
スレーキング特性(材料強度等) 

【Q】 
凍結融解などによる劣化を 
抑⽌できる 

耐凍上害能⼒ 
凍結膨張性(粒度､細粒分組成､
拘束状態)､⽔密性(耐ひび割
れ?)､固結性(材料強度等) 

【S】 
廃棄物からの放射線を 
遮蔽できる 

放射線遮蔽特性 
密度､厚さ、含⽔状態､ 
⼟の種類? 

【S】 
放射性廃棄物の漏洩を防⽌
できる 

地下⽔流との隔離能⼒ 透⽔性と同様 

【Q】 
地震や外乱に対して耐久性が
ある 

耐久性、⾃然治癒性 
強度、厚さ、 
ベントナイトの種類･量 

＊Q：品質  C：コスト  D：⼯期  S：安全 
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＜方針２（上級）＞に対する対応 

工法や材料の選択肢が拡大した場合として、遮水壁の選択を例として取り上げ、試行

的に検討した結果を以下に示す。 

 

 要求事項 ：建屋への地下⽔流⼊を抑制したい。 
【上位の概念】 燃料デブリを冷却した汚染⽔が（地下⽔と混ざって）増加するのを防ぎたい。 
【対策】 ・燃料デブリに接触した⽔の建屋外への漏洩を防⽌する。 
 ・地下⽔が建屋周辺に到達しないようにする（地下⽔バイパス）。 
【下位の概念】 汚染⽔貯蔵量（タンク増設）を増やしたくない。 
【対策】 ・汚染⽔貯蔵⽅法を変更する。 
 ・汚染⽔の破棄（海洋投棄）できるようにする。 

 遮⽔壁構築のための諸元 
・要求機能 ：地下⽔の流⼊を抑制する 
・要求性能 ：（遮⽔壁の）遮⽔性 ①材料･部材の透⽔係数 ②⼯法の確実性 
・制約条件① ：⾼放射線線量下での施⼯⇒施⼯機械の規模 
・制約条件② ：地下埋設物が輻輳して存在する状況下での施⼯ 

 ☞上記制約を回避（緩和）するための選択肢（構築⽅法） 
✓ 地中構造物が設置されていない（或いは少ない）場所で構築する。 
✓ 地中構造物撤去後に構築する。 
✓ 地中構造物に影響を与えない⼯法で構築する。 

 遮⽔壁の⼯法と制約条件 
・⼯法１：地中構造物を撤去してから（または、破壊しても良い状態にしてから）遮⽔壁を建設する。 

（時間的問題がクリアできる場合） 
・⼯法２：地中構造物を壊さない⽅法で遮⽔壁を建設する。 

（⼯法・材料の特性に起因する制約条件への対処） 
✓ 鋼⽮板・コンクリート壁 ⇒ ⼯法の⼤幅改良が必要。 
（鋼管を⽤いた⼯法の対応可能性、施⼯機械も⼩型となる） 
✓深層混合攪拌⼯法、薬液注⼊⼯法、地盤凍結⼯法 
（壁材料の遮⽔性 ⇒ 凍結⼯法） 
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(3) 教材の試作 

廃炉地盤工学授業の次年度からの本格授業開始に対応するため教材の試作・整備を開始

し、放射線遮蔽の基礎知識等の教材はほぼ作成できた。 

以下に作成した教材を抜粋して示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-28 作成した教材（放射線遮蔽の基礎知識）の一例  
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(4) シラバスの基本構想に基づく模擬的授業 

各 WG や過年度までに構築したシラバスの基本構想に基づき、本年度も早稲田大学大学院

で模擬的授業「地盤工学特論 B」を実施した。 

以下にその概略を取りまとめる。 

 

1) 講義内容と最終課題 

「地盤工学特論 B」では、学部において地盤工学の基礎を習得済の学生を対象に、地盤

工学をより深く理解し、視野を広げることで、実践的な応用力を養うことを狙いとして、

地盤力学・地盤環境・労働安全衛生の観点から講義を行った。平成 29 年度は表 3.1-6 に

示すように、構造物の基礎、土中の固液反応や廃棄物の利用、擁壁やトンネルなどの災

害事例と対策などについて、理論と実践の両側面からの講義内容としている。 

表 3.1-6 地盤工学特論 Bの平成 29 年度シラバスの概要 

⼤項⽬ ⼩項⽬ キーワード 

地盤⼒学 基礎構造物の設計① 基礎構造物，⽀持⼒ 
基礎構造物の設計② 基礎構造物，⽀持⼒ 
杭基礎の研究開発事例 杭基礎，⽀持性能 
遠⼼模型実験⼿法 遠⼼模型実験，相似則，相互作⽤ 

地盤環境 ⼟の微視構造 結晶，固相分析 
⼟中の固液反応 化学平衡，反応速度 
廃棄物の地盤⼯学的利⽤における特殊性 溶出，有機物 
地盤環境⼯学に関する国際セミナーへの参加（国外の学⽣との意⾒交換など） 

労働安全衛⽣ 事例① 溝掘削災害 溝掘削，斜⾯安定 
事例② 擁壁倒壊災害 擁壁倒壊 
事例③ トンネルの崩壊災害 切⽻ 
災害を減らすために 労働災害 

 

講義後、受講生には講義の内容や観点を踏まえて、1つのテーマ（課題）の下に演習に

取組んでもらい、その成果（レポート、口頭発表、討論）から成績評価を行った。 

過年度のテーマ（課題）は以下のとおりである。 

・平成 27 年度：都内のあるエリアに高層構造物を建築することを想定した課題設定と 

解決方策 

・平成 28 年度：福島第一原子力発電所の廃炉に関する課題設定と解決方策 

これまでの取組み状況を見ると、平成 28 年度の課題は現在進行形の話題であったた

め、情報収集に困難は伴ったものの、危機感や現実味を帯びた発表であった印象を受け

た。このような状況を踏まえ、受講者には本年度の演習でも昨年度と同様、福島第一原

子力発電所の廃炉を課題として設定した。 

なお、講義の初回には課題の内容と趣旨について説明し、講義の途中には廃炉に関連
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すると思われる内容については解説等を補足するようにした。また、最終課題の発表後

には、発表ごとに学生と講師が一緒に議論する時間を設けると共に、発表内容よりも、

この内容を基に参加者間で議論が発展し、議論の中で解決に向けて前進することが特に

重要と考え、質疑応答の時間は十分に確保した。 

 

2) 学生による最終課題から得られた廃炉地盤工学カリキュラムの要点 

最終課題で学生が着目した廃炉に向けた課題としては、燃料デブリの取出しに関連す

るものに集中した。また、課題の解決にあたり、原子炉の汚染状況や原子力発電所の構

外・沿岸域を含む地理条件を調べ、地盤掘削や遠隔操作などの既存技術に関する情報を

収集した上で、既存技術を適用する上で生じる可能性のあるトラブルやリスクの分析に

焦点を当てた学生と、新しいアイデアで解決を図ろうとする学生がいた。 

以下に、着目された課題ごとに概要や質疑応答における議論内容を整理する。 

・既存技術を適用した場合のリスク分析 

一種の思考実験のようで、廃炉作業において、やや大胆に事故の種類を想定し、そ

こから想定した事故の原因を遡って考えていき、実施段階で事故の根源をなくそうと

するものであった。これは労働安全の分野において、実際に事故が起きた場合に事後

調査として行われる方法と類似している。事故の予測は、廃炉に限らず作業の実施前

には当然行われる作業であり、学生が行ったようなバックキャストによる分析手法も

重要とされている。 

経験的或いは積み上げ式に事故の想定をしようとすると、どうしても見落としの発

生や想定の範囲を無意識に設定してしまうことは否定できないものである。従って、

経験則や常識に囚われない視点から、論理的にやや飛躍した事故の想定からバックキ

ャスティングするリスク分析は、事業の確度や安全性を高めるためには重要な作業と

思われた。 

・燃料デブリの取出しに向けた新しい解決方策 

原子炉下方からのアプローチに関する発表、取出した燃料デブリの運搬先に関する

発表、燃料デブリの取出しが難航した場合の状態の安定化に関する発表が行われた。

それぞれ別の学生によるものであったが、発表後の質疑応答を繰り返す過程で、各発

表を組合せるとワンスルーの工程管理となることが参加者間で共有されていた。 

原子炉下方からのアプローチに関しては、危険を伴うことも熟考された上で、放射

線防護のために地下空間を活用する利点を主張する内容であった。また、地下空間の

構築は、地盤掘削技術等により十分な実現性がある一方、燃料デブリを取出すために

原子炉の構造部材を切断する点が難しく、複数の方法を組合せる必要があるといった

発表であり、力学的な安定性を確保しながら、燃料デブリの近傍へどういったアプロ

ーチをするかが議論となった。 

・燃料デブリ取出し後の運搬 

運搬ルートでも放射線防護が重要であり、地理条件を踏まえた上で陸側に向かう地
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下運搬ルートのほかに福島県沖の海底地盤に想定した一時保管に続く地下運搬ルート

も挙げられていた。一時保管までの運搬を考えても、地下を活用する点で原子炉下方

からのアプローチには利点があるのではないか、といった議論もあった。 

・燃料デブリの取出しにおいて不具合が生じた場合の状態の安定化 

非常時における放射線防護のため、原子炉建屋を物理的に遮蔽（建屋の力学的支持

を確保した上で土等により建屋全体を遮蔽。）するといった発表内容で、既存技術の

組合せで実現することが検討されており、地盤力学・地盤環境・労働安全衛生の観点

を踏まえた課題の抽出と整理がなされていた。 

こうしたアイデアは、世間一般ではチェルノブイリを想像させる方法に思われるか

もしれないが、有事の想定と対策としては、備えておくべき技術オプションの 1 つと

思われた。質疑応答では、土による遮蔽により原子炉建屋が地下に位置することとな

れば、地盤の安定性も活用して次なる燃料デブリ取出しの手段を講じることができる

かもしれない、といった議論にも発展した。 

以上は、講義の一環として実施したものであり、既に専門家等により議論されている

内容や、技術的・社会的にハードルが高い内容も含まれていることを、ここで断ってお

く。しかしながら、類似の着眼点でテーマ選定した学生が多かったことも功を奏し、各

自の発表の内容を組合せながら、解決方策の成立性や優先度を多角的かつ活発に議論で

きたことは、実践的な応用力を養うことを狙いとした「地盤工学特論 B」において意義深

い教育効果であったし、廃炉地盤工学カリキュラムにおいても重要な人材育成プロセス

になると考えられる。 

 

3) 学生の感想から廃炉地盤工学カリキュラムへのフィードバック 

講義全体を通じて、受講生からは以下のような感想が述べられた。 

・受講生は地盤を専攻にする人ばかりだったが、他の専攻の人たちと一緒に演習課題をで

きたらもっと幅が出て面白いと思う。 

・技術者として知らなければならないことを感じることができた。 

・講義を通じて、基本的な考え方が重要と感じた。課題に関しては、自分以外の人たちが

短時間で高いクオリティの発表をしていて刺激になった。 

・福島の廃炉を考えることで当事者意識が強まった。長い事業になると思うので、何らか

の形で関わっていきたいと思った。 

・教科書で学ぼうという授業とは毛色が違う。労働安全衛生の授業は専攻のカリキュラム

にはなかったので新しく感じたし、全体的に楽しかった。 

・社会を考える授業であった。学生として授業を受けているのとは違った。受け身ではな

く、社会人と話しながら自ら考えることができた講義であった。 

講師 3 名が別々の観点から実務経験を交えて講義を行ったことに加えて、現在進行形

の廃炉事業を演習課題にしたことにより、基本の重要性や社会のために学問を役立てる

ことの重要性を、他の講義とは異なる意識で感じたのだと推察される。また、視点や価
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値観の異なる人との意見交換により、自らの思考が整理され発展していくことも実感し

てもらえたようであった。特に実際に廃炉に関わりたいという意識が芽生えたことは、

社会との接点を意識する機会を提供できた意味として、更に廃炉地盤工学を通じた人材

育成プログラムとしても重要な成果であったと考えられる。 

なお、「地盤工学特論 B」が成立したのは学科・専攻で習得してきた基礎学力や教養が

あったためである。従って、廃炉地盤工学カリキュラムにおいても、基礎を固めること

は必要不可欠であり、その上で、演習問題やケーススタディなどを通じて、課題設定と

解決方策をロジカルに考えること、そして、関係者間での意見交換をしながら自他のア

イデアをより良い内容へとブラッシュアップすることが、理論から実践への架け橋とな

る教育効果になると考えられる。演習を通じた教育は、既に数多く行われている方式で

あるが、廃炉地盤工学の場合には、原子力分野の知識や思想を交えなければならない点

と、経験工学が必ずしも通用しない点において特殊性があるため、演習問題の設定や関

係者の選出において、分野間の垣根と分野内の常識を外す工夫が求められる。 

 

(5) 廃炉地盤工学教育システムにおける取組み 

前述の早稲田大学大学院における模擬的授業のほか、本研究プログラムで実施した取組

みを表 3.1-7 に整理する。 

表 3.1-7 廃炉地盤工学教育システムにおける取組み 

 講演会名称 内容 対象 参加⼈数 

1 第 52 回 地盤⼯学研究発表会 
 特別セッション 

・『廃炉地盤⼯学』を構成する学問単元
「地盤施⼯学」の WG 活動報告や若⼿
技術者の育成等に関して議論 

・地盤⼯学関連技術者 
・学⽣ 50 名以上 

2 ｢地盤⼯学特論 B｣ 
 （早稲⽥⼤学⼤学院） 

・地盤⼒学･地盤環境学･労働安全衛⽣
に焦点を当てた講義 

・演習課題「福島第⼀原⼦⼒発電所の
廃炉に関する課題設定と解決⽅策｣ 

・学⽣（院⽣） 7 名 

3 
「現場実験から把握する地下⽔の
実流速」廃炉地盤⼯学委員会講
習会 

・実際の計測における問題点とその解決策
を把握し､今後の現場実測のあり⽅を理
論と実験両⾯から学習 

・地盤⼯学関連技術者 31 名 

4 

｢福島第⼀原⼦⼒発電所の廃⽌
措置への貢献を⽬指す『廃炉地
盤⼯学』〜地盤施⼯学の創設
〜｣講演会 

・『廃炉地盤⼯学』を構成する学問単元
「地盤施⼯学」に焦点を当てた講演 

・地盤⼯学関連技術者 
・学⽣ 63 名 
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3.1.3  廃炉地盤工学に関する認知度の向上と技術の集約体制の構築 

(1) 認知度の向上に向けた取組み 

廃炉地盤工学の認知度向上に向けて、下記に示すような地盤工学研究発表会（全国大会）

における特別セッションや講演会の開催など、様々な取組みを行った。 

以下にこれら取組みに関する概要を述べる。 

1) 第 52 回 地盤工学研究発表会 特別セッション「原子力発電所廃止措置のための地盤工

学（廃炉地盤工学）の創出と人材育成」 

平成 29 年度の地盤工学研究発表会（名古屋国際会議場）において、標記特別セッショ

ンを開催した。本セッションでは、前年度までのプロジェクトの成果を報告した後、「廃

炉地盤工学」を構成する 4つの学問単元の 1つ「地盤施工学」について、これまで WG で

討議されてきた内容として、人材育成の観点から「地盤施工学」が目指すべきところや

福島第一原子力発電所の廃止措置における従来の施工学適用の困難さ（特殊性）が TMI-

2 等の既往事例を混じえつつ説明された。また、早稲田大学大学院で試行された「廃炉地

盤工学」を取入れた講義についての紹介があり、その講義で与えられた演習課題「福島

第一原子力発電所の廃炉に関する課題設定と解決方策の提案」に対するレポートが学生

本人より発表された。 

その後、廃炉地盤工学若手技術者の会の議論内容の紹介・募集が行われた後、企業・

大学における若手技術者の育成及び経産省･文科省等の技術開発プロジェクトへの申請

（提案）などを議題としたフロアディスカッションが行われ、会員から様々な意見や技

術情報が提示された。 

■日時 ：平成 29 年 7 月 13 日（木）9:00～10:30 

■場所 ：名古屋国際会議場 第 12 会場 

■フロアディスカッションの概略： 

・40 年の長期に亘る廃炉作業において、地盤工学分野の活動をどのように維持してい

くかとの議論では、独立大学院を設ける努力をすべきといった意見が出された。 

・海外における事故原発（スリーマイル島、チェルノブイリ）の廃炉で用いられた技

術・経験をどのように活かすのかとの視点から議論が行われた。 

 

  

図 3.1-29 特別セッション風景 
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2) 「現場実験から把握する地下水の実流速」廃炉地盤工学委員会講習会 

本講習会は、福島第一原子力発電所の廃止措置において、「現状から廃止措置までの

長期間の地下水環境・作業環境の状況調査と将来予測」のために、原子力技術者と協働

できる新しい地盤工学技術者の育成プログラムとして企画されたものである。 

一般に地盤工学では、地下水は流量が問題になることが多いため、ダルシーの法則に

従った地下水解析を教えている。この方法は、地盤を多孔質体と仮定し、全断面でどれ

だけの流量があるかを算定するため、透水係数というパラメータでその特性を表現した

ものである。しかし、実際には、地下水は土粒子の間隙を縫うように流れるため、透水

係数から算定された流速（ダルシー流速）より、実際の流速（実流速）は速くなり、地盤

の間隙率（有効間隙率）や動水勾配も影響すると考えられる。従って、地下水による汚

染物質等の広がりを把握するためには、この実流速が重要となる。 

本講習会は午前の座学と午後の実験からなる。座学では問題点の概要に加えて、現場

ボーリング孔を用いた実験の目的と内容を説明する。実験では現場のボーリング孔を使

用して、水理試験（スラグ試験、揚水試験）により現場の対象土層の透水係数を把握し、

トレーサー試験により平均実流速を把握した。但し、今回の実験は、揚水により対象土

層に動水勾配をつけた一種の加速試験であり、動水勾配や流速が場所により変化するた

め、測定結果からだけで実流速は評価せず、モデル解析を併用して結果の解釈を行った。 

以上の講習を通じ、参加者は実際の計測における問題点とその解決策を把握し、今後

の現場実測のあり方を理論と実験両面から学習した。 

■日時 ：平成 29 年 11 月 27 日（月）9:00～17:00 

■場所 ：日本大学文理学部 1号館 119 教室・百周年記念館敷地内 

■参加人数 ：31 名 

 

   

図 3.1-30 講習会風景（11 月 27 日） 

（左：座学の状況 中央：現場実習の状況① 右：現場実習の状況②） 
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3) 「福島第一原子力発電所の廃止措置への貢献を目指す『廃炉地盤工学』 

～地盤施工学の創設～」講演会 

地盤工学会では、文部科学省に採択された「福島第一原子力発電所構内環境評価･デブ

リ取出しから廃炉までを想定した地盤工学的新技術開発と人材育成プログラム」を通じ

て福島第一原子力発電所の廃止措置に向け、地盤工学系技術の貢献を促進するべく活動

を行っており、この一環として『廃炉地盤工学』を構成する学問単元の「地盤施工学」に

焦点を当てた講演会を開催した。 

本講演会では廃炉地盤工学委員会･地盤施工学 WG において検討･議論してきた「地盤施

工学の概要」や「廃止措置に関連した事例検討結果」について報告すると共に、様々な

施工経験・概念を有する参加者と情報交換を行った。 

■日時 ：平成 29 年 12 月 20 日（水）13:30～17:30 

■場所 ：地盤工学会（JGS 会館） 地下大会議室 

■参加人数 ：63 名 

■講演会における演題と講演者一覧 

① 廃炉地盤工学における地盤施工学（総論）  ___________  後藤 茂（早稲田大学） 

② 廃炉までのシナリオと技術マップの活用  ___________  菱岡 宗介（ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ） 

③ デブリ取出しにおける超重泥水の活用方法  _________  成島 誠一（西武建設） 

④ 地下水対策における施工学的アプローチの実際  _____  片山 啓（長大） 

⑤ ベントナイト混合土の締固め施工での適用事例の紹介  ___  山田 淳夫（安藤ハザマ） 

⑥ 通常のデコミッショニングと廃棄物処分から思考する施工学の要点 

＿ 渡邊 保貴（電力中央研究所） 

 

  

図 3.1-31 講演会風景（12 月 20 日） 
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(2) 廃炉地盤工学ホームページの更新 

昨年度構築した廃炉地盤工学ホームページについて、本研究プログラムの進展に伴って

更新を行った。本年度更新したコンテンツは以下のとおりである。 

表 3.1-8 廃炉地盤工学ホームページ更新コンテンツ一覧（平成 29 年度） 

No. 更新コンテンツ 
2-1-3  平成 28 年度 成果報告書 
2-2-5  平成 29 年度 第 1 回廃炉地盤⼯学委員会 
2-2-6  平成 29 年度 第 2 回廃炉地盤⼯学委員会 
2-2-7  平成 29 年度 第 3 回廃炉地盤⼯学委員会 
2-3-10 第 52 回 地盤⼯学研究発表会特別セッション 
2-3-11  NAGRA-JGS Workshop に関する報告 
2-3-12  「現場実験から把握する地下⽔の実流速」廃炉地盤⼯学委員会講習会 
2-3-13  「福島第⼀原⼦⼒発電所の廃⽌措置への貢献を⽬指す『廃炉地盤⼯学』  

〜地盤施⼯学の創設〜」講演会 
2-3-14  平成 29 年度福島第⼀原⼦⼒発電所視察 

3-2 廃炉プロセス技術シナリオ 
3-3 地下⽔移⾏や⼟・重泥⽔の放射線遮蔽実験、廃炉に寄与可能な地盤⼯学技術

に関するデータベース（案） など 
3-4  超重泥⽔・各種覆⼟の 放射線遮蔽性能評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-32 廃炉地盤工学ホームページ 

   

廃炉地盤⼯学 HP：http://www.jiban.or.jp/hairo/ 
（公益社団法⼈ 地盤⼯学会ホームページ内：http://www.jiban.or.jp/） 
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(3) 関連学会への参加、活動内容の発信・情報収集 

土木学会などの関連学会へ参加し、当プロジェクトの活動内容を発信すると共に、関連

情報を収集した。 

以下に参加した関連学会を示す。 

· 日本原子力学会「福島復興・廃炉推進に貢献する学協会連絡会 第 3回全体会」 

      ：平成 29 年 4 月 6日（木）13:00～15:00 

· 土木学会「福島第一原子力発電所における廃炉・汚染水対策の現状報告及び意見交換」 

      ：平成 29 年 4 月 12 日（水）13:00～17:00 

· 土木学会 平成 29 年度全国大会 第 72 回年次学術講演会 

      ：平成 29 年 9 月 11 日（月）～9月 13 日（水） 

· 第 19 回 国際地盤工学会（ソウル会議） 

19th international Conference on Soil Mechanics and Geotechnical Engineering 

      ：平成 29 年 9 月 17 日（日）～9月 22 日（金） 

 

(4) 収集した情報の委員会へのフィードバック、共有化、検討の深化 

前述の特別セッションで出された意見、関連学会で収集した情報等については、廃炉地

盤工学委員会（3.4.1 参照）にフィードバックし、共有化することで、検討の深化を図った。 

 

参考文献 

(1) 廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議：東京電力ホールディングス(株)福島第一原子力発

電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ（案）(第 4回改訂版)、2017 年 9 月. 

(2) 原子力損害賠償・廃炉等支援機構（NDF）：東京電力ホールディングス(株)福島第一原

子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン 2017、2017 年 8 月. 
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3.2 超重泥水・各種覆土の放射線遮蔽性能評価（再委託先：早稲田大学） 

早稲田大学では、個別基盤研究テーマ「(ⅱ)土・地盤の放射線遮蔽性能を活用したデブリ取

出し補助技術と掘削技術の適用評価、それに基づく実効性の高い数種類のデブリ処理メニュー

の提示」、及び「(ⅲ)福島第一原子力発電所構内の除染廃棄物処分と原子炉建屋デコミッショ

ニングに関する実現可能な技術の開発」に関して、デブリ取出し補助のためのガンマ線と中性

子線両方の遮蔽性能を有する超重泥水や、構内除染廃棄物の一時仮置き施設のためのガンマ線

遮蔽性能と遮水性能の両方を保有する覆土材の仕様設計に資するため、各材料仕様に応じて取

得した放射線遮蔽データを拡充すると共に、一次データベースの作成を行った。また、超重泥

水の充填施工性評価実験装置と液圧測定のできるタクタイルセンサシステムを用いて超重泥水

の充填施工性及び安定性を検討し、水ポテンシャル測定装置により覆土材の保水性能を定量評

価した。上記の成果を、各材料の仕様に応じて整理し、廃炉地盤工学委員会で進める廃炉プロ

セス技術シナリオを支援するための新技術メニューを作成した。 

具体的な内容は、以下に述べる。なお、これらは本節の参考文献(1)～(3)に例示するように、

学生が卒業研究・修士研究・博士研究を通じて、第一筆者として学術論文を発表できるように

指導を進めてきた人材育成の成果でもある。 

 

3.2.1  デブリ取出し補助及び構内除染廃棄物の一時仮置き施設のための超重泥水並びに覆

土材のガンマ線・中性子線遮蔽性能の一次データベース 

本項では、平成 28 年度に示した実験手法を用いることで、ガンマ線及び中性子線に対して

高い遮蔽性能を有するデブリ取出し補助材料である超重泥水や、構内除染廃棄物の一時仮置

き施設に用いる覆土材に関して様々な境界条件で放射線遮蔽データを取得し、整理した一次

データベースについて論じる。 

 

(1) 各超重泥水のガンマ線・中性子線遮蔽性能の一次データベース 

超重泥水が有するガンマ線及び中性子線の遮蔽性能を現象メカニズムに基づき検討する

ため、本試験において遮蔽割合の差異が最も顕著に現れた最小厚さにおける結果を比較し

た。 

図 3.2-1 に遮蔽体厚さ 10 cm におけるガンマ線低減率と湿潤密度の関係を示す。超重泥

水は、比重が大きいものほど高いガンマ線低減率を示しており、水道水と比較すると最大

2倍程度の大きい遮蔽性能を有することが明らかとなった。 

図 3.2-2、図 3.2-3 及び図 3.2-4 に全中性子線、高速中性子線及び熱中性子線低減率と

体積含水率の関係を示す。質量を有する粒子である中性子線のエネルギー減衰は、運動量

保存の法則に従うことから、減速材料としては一般に、中性子粒子と質量がほぼ同等であ

る水素原子を多く含む水が液体状態で用いられる。そこで、本研究では、水分子の存在度

を表す指標として体積含水率を用いて整理した。図 3.2-2 より、固相割合が大きい超重泥

水は、含有する水素原子の個数で劣るにもかかわらず、全試料において水道水とほぼ同等

の全中性子線遮蔽性能を示した。これは、中性子粒子と超重泥水中の固相分の衝突による

運動方向の変化に起因すると考えられる。一方、図 3.2-3 及び図 3.2-4 より、高速、熱中

性子線低減率共に体積含水率の減少に伴い低下した。超重泥水の高速及び熱中性子線遮蔽
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性能は、水分子の個数の差により水道水よりも劣るにもかかわらず、その差は 20 %未満で

あることが示された。また、図 3.2-4 より、ホウ素含有の超重泥水は、同体積含水率の試

料と比較して 70 %程度大きい熱中性子低減率を示した。これは、熱中性子レベルまで運動

速度が低下した中性子粒子をホウ素が捕獲したことに起因する。 

  

図 3.2-1 ガンマ線低減率と湿潤密度の関係 

（超重泥水） 

図 3.2-2 全中性子線低減率と体積含水率の関係 

（超重泥水） 

  

図 3.2-3 高速中性子線低減率と体積含水率の関係 

（超重泥水） 

図 3.2-4 熱中性子線低減率と体積含水率の関係 

（超重泥水） 

 

各放射線が電子や水素原子と衝突する確率は、放射線の運動経路上の電子或いは水素原

子の個数に依存するため、遮蔽体の厚さは重要な要素である。図 3.2-5 から図 3.2-8 は、

遮蔽体厚さの観点からのデータベースを示す。ガンマ線及び各中性子線は遮蔽体厚さの増

加と共にその低減率が増加し、今回使用した線源の強さでは厚さ 40 cm においてほぼ 100 %

の低減率を示した。 

以上から、超重泥水のように高い湿潤密度及び体積含水率を有する遮蔽材料を用いると

共に、十分な厚みを確保することで、高線量下における事故炉の廃止措置に伴う作業員や

機材に対する放射線被ばくのリスクが低減できると考えられる。 
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図 3.2-5 ガンマ線低減率と遮蔽体厚さの関係 

（超重泥水） 

図 3.2-6 全中性子線低減率と遮蔽体厚さの関係 

（超重泥水） 

  

図 3.2-7 高速中性子線低減率と遮蔽体厚さの関係 

（超重泥水） 

図 3.2-8 熱中性子線低減率と遮蔽体厚さの関係 

（超重泥水） 

 

(2) 各覆土材料のガンマ線・中性子線遮蔽性能の一次データベース 

図 3.2-9～図 3.2-12 に、関東ロームの厚さ 10 cm における各放射線の低減率を示す。図

3.2-9 より、湿潤密度に比例してガンマ線低減率が増加した。図 3.2-10 及び図 3.2-11 よ

り、層厚 10 cm における関東ロームの全中性子線及び速中性子線の低減率は、体積含水率

θ=0～30 %と 30 %以上で低減率の増加傾向が異なることが分かった。θ=0～30 %では体積

含水率に伴う急激な増加が確認され、θ=30 %以上では比較的緩やかな増加傾向が示された。

体積含水率θ=0 %において、全中性子線低減率は約 15 %、速中性子線低減率は 15～25 %の

範囲であることから、工学的な水分を保有しない状態においてもある程度の中性子線が遮

蔽可能であることが示唆された。 

図 3.2-12 より、θ=0～55 %の間で熱中性子線低減率は負の値を示しており、熱中性子の

線量が増加したことが分かる。この原因として、土中水の増加に伴い速中性子が熱中性子

のエネルギーレベルに減衰し、速中性子由来の熱中性子が増加したと考えられる。また、

体積含水率 55 %以上においては、熱中性子線の低減が速中性子由来の熱中性子の増加量を

上回ったと考えられる。 
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平成 29 年度の試験では、工学的に水分として扱われる範囲で土中水を評価したが、特に

粘性土はその骨格構造に結晶水を多く保有している。このため、強熱減量試験等で結晶水

の評価を行い、中性子線の低減に対する結晶水の影響を確認する必要がある。 

 

 

図 3.2-9 ガンマ線低減率と湿潤密度の関係 

（覆土材料） 

図 3.2-10 全中性子線低減率と体積含水率の関係 

（覆土材料） 

図 3.2-11 高速中性子線低減率と体積含水率の関係 

（覆土材料） 

図 3.2-12 熱中性子線低減率と体積含水率の関係 

（覆土材料） 

 

図 3.2-13～図 3.2-16 に想定覆土材料の層厚と各放射線の低減率の関係を示す。ガン

マ線、全中性子線、速中性子線については、層厚の増加に伴い各放射線の低減率が増加

した。一方、熱中性子線については、層厚 10 cm で負の値を示した材料も、層厚 20 cm

では正の低減率を示した。以上の結果から、層厚が 20 cm 以上において、覆土材料は適

切に放射線遮蔽性能を発現すると考えられる。  
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図 3.2-13 ガンマ線低減率と遮蔽体厚さの関係 

（覆土材料） 

図 3.2-14 全中性子線低減率と遮蔽体厚さの関係 

（覆土材料） 

  

図 3.2-15 高速中性子線低減率と遮蔽体厚さの関係 

（覆土材料） 

図 3.2-16 熱中性子線低減率と遮蔽体厚さの関係 

（覆土材料） 

 

3.2.2  超重泥水の充填施工性・安定性及び覆土材の保水性能の定量評価 

本項では、充填施工性や充填後材料安定性を評価するためのタクタイルセンサーによる超

重泥水の泥水圧変化の測定結果、及び覆土材料の放射線遮蔽性能の判断要素として測定した

保水性データについて論じる。 

(1) タクタイルセンサシステムを用いた超重泥水の充填施工性及び安定性評価 

平成 28 年度に示した超重泥水の送泥試験の知見を踏まえ、送泥箇所に対する超重泥水の

充填状況を定量的に評価するため、タクタイルセンサシステムを導入し泥水圧測定装置を

作製した。タクタイルセンサーは、2 枚のフィルムにそれぞれ、行、列の銀電極が配線さ

れており、電極の交点における電気抵抗値の変化によって圧力分布を測定するものである。

泥水圧の測定では、タクタイルセンサーと埋込み型土圧計を併用することで、充填時の泥

水圧分布とその具体的な数値を取得できたので、ここではその結果について論じる。なお、

充填後も継続して泥水圧の変化を測定することで、超重泥水の経時的な性状変化も確認し

ている。 
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1) 試験方法 

図 3.2-17 に泥水圧測定装置、表 3.2-1 に測定条件を示す。タクタイルセンサーはアク

リル容器側面、埋込み型土圧計は側面及び容器底面に設置した。泥水圧の測定に使用し

た試料は、平成 28 年度に示した比重 1.8 の超重泥水である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-17 泥水圧測定装置 

表 3.2-1 タクタイルセンサーによる測定条件 

使用装置 タクタイルセンサー I-SCAN210(0.8) 

センサ部サイズ 238×238 mm 

シート厚み 0.1 mm 

最大圧力 80 kPa 

センサ点数 1936 点 (44 行×44 列) 

分解能 8 bit 

試験期間 21 日間 

測定間隔 1 回/day 

 

2) 試験結果 

図 3.2-18 及び図 3.2-19 にタクタイルセンサーによる圧力分布及び土圧計による泥水

圧の経時変化の測定結果を示す。2種類の圧力計を併用することで、超重泥水はその高粘

性により、充填直後から容器に泥水圧が掛かるまでの時間依存性があることが明らかに

なった。なお、平成 29 年度に使用した比重 1.8 の試料は、超重泥水の中で最も粘性が低

く、静置による内部構造形成の可能性が低い材料である。従って、本結果は超重泥水の

レオロジー特性とも整合性があることから、圧力の経時変化の評価は、材料としての性

状判断の一助になると考えられる。 

今後は、この成果を踏まえ、一定流量の送泥が可能なモーノポンプを組込んだ充填試

験装置と併せて試験を行うことで、より施工への適用性が高いデータを得る必要がある。 
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充填直後 

 

静置 1日後 

 

静置 2日後 

高 

 

低 

 

静置 7日後 

 

静置 14 日後 

 

静置 21 日後 

図 3.2-18 タクタイルセンサによる Gs=1.8 の圧力分布の経時変化 

  

図 3.2-19 容器側面における圧力の経時変化 

 

(2) 水ポテンシャル測定装置を用いた覆土材料の保水性能評価 

3.2.1 項より、土質材料による中性子線の遮蔽割合は、土中の水分子数の代替指標である

体積含水率に依存することが明らかになっている。その知見から、高い保水性を有する土

質材料は、遮蔽用土構造物として高い中性子線遮蔽性能を安定して発現することが予想さ

れる。本項では、保水性試験によって取得した各種土質材料及び復興資材の水分保持曲線

について論じる。 

 

1) 保水性試験に使用した各種覆土材料の仕様と試験概要 

平成 29 年に使用した想定覆土材料は、東北珪砂 5 号、DL クレー、クレーサンド及び

復興資材である。なお、復興資材は、宮城県気仙沼市で採取された津波堆積物から生成

された分別土 A種及び災害廃棄物から生成された分別土 B種を使用した。 

表 3.2-2 に使用した想定覆土材料の基本物性を、図 3.2-20 に水ポテンシャル測定装置

(METER 社：WP4C)を示す。 
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表 3.2-2 想定覆土材料の基本物性 

試料 種別 

土粒子の

密度 

(g/cm3) 

液性限界 

(%) 

塑性限界 

(%) 

塑性指数 

 

強熱減量 

(%) 

初期 

含水比 

(%) 

分別土 A種 復興資材 2.684 56.2 33.7 22.5 12.9 30.9 

分別土 B種 復興資材 2.648 56.9 34.5 22.4 12.7 29.9 

東北硅砂 5号 砂 2.647 NP NP NP 0.3 0 

DL クレー シルト 2.646 NP NP NP 0.8 0 

クレーサンド 粘性土 2.596 49.1 25.0 24.1 5.6 5.5 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-20 水ポテンシャル測定装置 

2) 試験結果 

図 3.2-21 に各種土質材料の含水比と水ポテンシャルの関係を示す。2種類の分別土と

土粒子の比表面積が大きい粘性土であるクレーサンドは、高い保水性を有することが明

らかになった。従って、これらの材料を放射線遮蔽材料として使用した場合、長期間高

い中性子線遮蔽性能を保つことが期待される。 

また、分別土 A 種及び分別土 B 種は、含水比が w=40 %以上において水ポテンシャル

0.15 MPa 付近の一定値を示した。これらの分別土は、津波堆積物を処理したものである

ことから、土粒子に付着した塩分が影響している可能性があり、含有塩分が水ポテンシ

ャルに与える影響について検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-21 水ポテンシャルと含水比の関係  
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3.2.3  廃炉プロセス技術シナリオを支援するための新技術メニューとしての超重泥水及び

覆土材の活用方法と層厚設計法の構築 

本項では、3.2.1 項に示した土質材料が有する放射線遮蔽性能の一次データを用いてガン

マ線遮蔽の観点における層厚設計フロー及び中性子線遮蔽設計に向けた試みについて論じる。 

 

(1) ガンマ線遮蔽設計のための物理量の特定と設計フロー 

土の状態を表す基本量を用いた遮蔽設計を行うにあたり、全ての土質系材料について各

放射線低減率と一義的な関係にある物理量を特定する。そこで、ガンマ線が透過した全て

の物質に関して、湿潤密度に厚さを乗じた値の総和を“総透過密度”として定義する。な

お、総透過密度はガンマ線が厚さ x cm の土質系材料を透過する際に衝突する電子の存在度

を表す関数である。図 3.2-22 にガンマ線低減率と総透過密度の関係を示す。 

 

 

 

図 3.2-22 ガンマ線低減率と土質材料の総透過密度の関係 図 3.2-23 ガンマ線遮蔽設計フローチャート 

総透過密度に伴うガンマ線低減率の変化は、式(3.2-1)のように近似(R2=0.991)すること

ができる。 

  ܴ௥௔ௗ ൌ ሼ1 െ  ሻሽ ・・・・・(3.2-1)ݔ௧ߩሺെ0.05݌ݔ݁

ρt : 遮蔽体の湿潤密度 

 x  : 遮蔽体距離 

このように、構成元素が異なる粘土、シルト、砂、超重泥水のガンマ線遮蔽性能は、ある

指数関数により一括して表現できることから、土構造物による遮蔽設計では土粒子の構成

元素ごとに線吸収係数を考慮する必要はなく、1つの設計手法が適用できると考えられる。 

環境省が設定する人体への追加被曝許容線量は 0.23 μSv/h であり、そのうち 0.04 μ

Sv/h が自然由来のガンマ線であることから、遮蔽材料からの透過が許容される線量値は

0.19 μSv/h となる。本研究結果より、137Cs によるガンマ線量と透過許容線量から必要低

減率が Rrad として算出できるため、遮蔽対象物が放出するガンマ線量が既知であるならば
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式(3.2-1)より設計に必要となる未知数が算出できる可能性がある。  

本研究は 137Cs を線源として用いた結果であるため、覆土式一時保管施設のような 137Cs

による汚染瓦礫の管理施設への適用は有意であると考えられる。しかし、超重泥水の導入

を想定した原子炉建屋では、原子炉圧力容器の外側で 70～80 Sv/h の放射線量率が計測さ

れており(東京電力、平成 29 年 7 月)4)、実際の圧力容器中心、或いはデブリがあるとされ

る格納容器底部においては、線量はこの値をはるかに超えているものと推察される。一方、

本研究の実験環境は最大 1 μSv/h の線量当量率であるため、現実の 1億分の 1以下のレベ

ルである。従って、燃料デブリ付近など高線量、高エネルギー下を想定して土の遮蔽性能

を算出するためには、異なる線量及びエネルギー条件の実験結果を用いて外挿を行う必要

がある。 

 

(2) 中性子線遮蔽設計のための物理量の特定 

全土質系材料が示す中性子線低減率と一義的な関係にある物理量を特定するため、中性

子線が透過した全ての物質の水分密度ρm（体積含水率/100×ρw）に厚さ x cm を乗じた値

の総和を“総透過水分密度”として定義する。総透過水分密度は中性子線が厚さ x cm の材

料を透過する際に衝突する水分子の存在度を表す。図 3.2-24、図 3.2-25 及び図 3.2-26 は

各中性子線低減率と総透過水分密度の関係を示す。 

 

  
図 3.2-24 総透過水分密度と高速～速中性子線低減率の関係 図 3.2-25 総透過水分密度と熱中性子線低減率の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-26 総透過水分密度と全中性子線低減率の関係 

全体的に総透過水分密度に依存する傾向は認められるが、土質系材料の種類ごとにばら
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つきを示した。また、図 3.2-24、図 3.2-25 及び図 3.2-26 から、総透過水分密度 0 g/cm2

付近の東北珪砂 5 号の乾燥試料は、他材料と異なる挙動を示しており、同一の総透過水分

密度でも厚さによって低減率が異なる。それぞれのプロットは、低減率が小さい方から順

番に厚さ x =10 cm, 20 cm, 30 cm 及び 40 cm である。乾燥状態の東北珪砂 5号は、間隙水

や吸着水による水素原子を有していないにもかかわらず、遮蔽体厚さの増加に伴い検出器

に到達する中性子が減少している。従って、ここで生じた低減は、中性子の減速や吸収と

言うよりは、水素原子よりも重い原子核と衝突することで生じた散乱に起因すると考えら

れる。なお、放射線低減率と散乱に関しては、今後の研究において実験的調査を行う必要

がある。 

以上より、土が有する中性子線遮蔽性能は主に含水量が支配的であることから、その長

期的変化に関しては各土質材料の保水性の調査が不可欠である。また、中性子線は水素原

子の形態によらず作用するため、地盤工学分野で一般的に扱う工学的水分（110 ℃で 24 時

間乾燥）に限らず、強熱減量水分に関しても検討する必要がある。 
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3.3 地下水環境等の解析・調査技術と予測技術の高度化（再委託先：千葉工業大学） 

廃炉に向けた地下水環境等の現状把握と予測を行うためには、地下水流動に関して、一般土

木の地盤調査・解析に比べて検討しなければいけない課題が 3点ある。 

以下にその 3点の課題を示す。 

① 原子炉施設内への地下水流入出をより精緻に予測することが求められることから、個々

の調査技術の分解能や手法の確からしさを向上させること及び主要な水みち等の構造や

性状の空間的な不均質性を精度良く把握すること 

② 最終的には核種移行を評価することが必須となるため、物質移行の調査解析技術を含め

た体系を整えること 

③ 廃炉までの長期間に亘るモニタリングを実現できる観測技術を整備すること 

以上の課題を踏まえ、現状から廃止措置までの長期間に亘る地下水環境や作業環境の状況調

査と将来予測を行うため、地下水流動評価技術の開発基盤として昨年度に引き続き室内土層試

験を実施し、現場で用いるトレーサー試験により物質移行に関係する地下水の実流速測定方法

を試みた。また、現場での地下水流動を把握するため、昨年度の検討成果に基づいてボーリン

グ孔を 3孔追加設置し、それらを用いて水理特性試験とトレーサー試験を実施した。更に広域・

長期間の地下水環境変動予測技術である浸透流解析・物質移行解析のため、広域を粗いメッシ

ュ構造で解析し、詳細に検討したい領域に対して広域解析結果から詳細解析のための境界条件

をつなぐネスティングを取入れ、非定常浸透流解析（数値解析のプロトタイプの開発）を実施

し、その効率と解析精度を検討した。 

なお、大学における卒業研究を通じてこれらの成果を得ると共に、教材や資料の作成、対外

発表を行うことにより人材育成も進めた。対外発表の例については参考文献に示す。 

 

3.3.1  室内土層試験による実流速の測定方法の検討 

汚染物質は地下水によって移流分散すると考えられるが、現場調査で使える方法には限り

がある。そこで、現場で用いるトレーサー試験の測定方法について検討し、室内土層試験に

より移流分散に関係する地下水の実流速の測定を試みた。 

今年度の室内土層試験では、無水エタノールを用いて比重調整した塩水をトレーサー剤に

用いることにより、実流速の測定が可能であることを確認した。また、間隙率と有効間隙率

に着目して実流速測定評価の妥当性を検討し、十分な精度が得られることが判明した。 

 

(1) 室内土層試験の概要 

室内土層試験装置の設計図面を図 3.3-1 に示す。水槽内には幅 100 cm、奥行き 60 cm、

高さ 50 cm の土層を、珪砂 5号を間隙率約 40 %となるように突き固めて作成した。この土

層水槽に一定の動水勾配を与えて流量を測定することでダルシー流速を求めることができ

る。また、土槽水槽に図 3.3-2 に示すように投入孔と観測孔を配置し、各孔に電気伝導率

計を設置してトレーサー剤の移行を電気伝導率で測定した。なお、トレーサー剤は塩水に

無水エタノールを混合し、比重 1.0 になるように調整した混合液を使用し、測定では水位

差を数段階に変化させて実施した。 
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図 3.3-1 室内土層試験装置  図 3.3-2 試験孔配置図 

 

(2) トレーサー試験の評価方法 

トレーサー試験では、各孔内の電気伝導率の変化から実流速を算出し、間隙率と有効間

隙率の関係から、算出された実流速の妥当性を評価する。具体的には、初めに土層内を流

れる流量からダルシー流速 v を算出する。次にトレーサー剤を投入し、観測孔 1、2、3 に

設置した電気伝導率計の測定結果で立ち上がり時間とピーク時間の 2 パターンで実流速 v’

を算出する。その後、式(3.3-1)から有効間隙率 neを算出し、間隙率 nとの関係から測定さ

れた実流速の妥当性を評価する。 

'/e vvn   (3.3-1) 

また、使用する全ての電解伝導率計に対して、0から 2.50 %間の塩分濃度に対する電気

伝導率の測定値をプロットし、近似式を算出した。これにより、各観測孔内の電気伝導率

よりトレーサー剤の濃度を把握でき、流れの中で濃度の変化を測定できる。 

一例として、投入孔に設置した電気伝導率計の電気伝導率と塩分濃度の関係を図 3.3-3

に示す。近似式は 2 次関数となったが、主にトレーサー試験で測定される電気伝導率 1.0 

S/ｍまでは線形に近い関係となった。なお、他の 3 本の電気伝導率計にもほぼ同様の関係

が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-3 塩分濃度と電気伝導率の関係 
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(3) トレーサー試験結果 

図 3.3-4 に珪砂孔内設置後の水位差 4.81 cm における測定結果を、表 3.3-1 に各水位差

のダルシー流速、実流速、式(3.3-1)から算出される有効間隙率を示す。 

有効間隙率は間隙率 30～40 %の砂層における一般値 30 %と同程度となった。ピーク時の

濃度を比較すると、どの水位差においても観測 1 より観測孔 3 の濃度が低くなっているこ

とが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-4 水位差 4.81 cm の測定結果 

表 3.3-1 測定結果 

水位差(cm) 
ダルシー流速 

(m/s) 

実流速(m/s) 有効間隙率(%) 

ピーク 立ち上がり ピーク 立ち上がり 

4.81 4.59×10-5 1.31×10-4 1.37×10-4 35.04 33.41 

3.68 3.12×10-5 9.19×10-5 3.12×10-4 33.95 30.72 

3.66 3.17×10-5 9.16×10-5 1.20×10-4 34.61 26.48 

 

(4) 考察とまとめ 

測定された実流速を用いて算出した有効間隙率は、一般的な有効間隙率と同程度となっ

たことから、測定された実流速は妥当であると言える。 

投入孔の塩分濃度を 1.0 として、観測孔の塩分濃度のピーク値の割合を比較すると、観

測孔 1、3 でそれぞれ 0.87、0.50 となっており、観測孔 1 より観測孔 3 の濃度が低くなっ

ているのは分散の影響であると考えられる。なお、立ち上がりとピークで異なる実流速が

算出されているが、この要因としては縦分散が影響していると考えられる。また、観測孔

2の位置では電気伝導率の反応が確認できなかったことから、物質移行においては、縦分散

に比べて横分散の影響が小さいことが考えられる。 

物質移行の検討のために実施した本試験では、各観測孔における電気伝導率の測定結果

で一般的に言われているピーク時間から妥当な実流速の測定をすることができた。今後は、

縦分散と横分散の分散長を測定するため、数値解析を併用した評価方法を検討する。 
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3.3.2  実験井戸による現場試験 

地下水の賦存環境及び物質の移行特性を調査・観測する経験を通じて、次世代の技術者

を育成する環境を整える必要があるため、実験井戸を用いて、現場調査・試験を実施した。 

現場試験では、再度帯水層を確認する目的で、追加の観測井戸を設置するときに電気検

層と流向流速測定を実施した。また、現場トレーサー試験については、自然地下水流の流

速が遅いため、1 つの観測井戸（⑤）を揚水井戸として人工的に動水勾配をつけ、放射状収

束試験として実施した。 

なお、試験では最初に原位置透水試験を行い、地下水流の流れ場を評価した後、室内土

層試験の結果を踏まえて比重調整した塩水を用いて、トレーサー試験を実施した。 

 

(1) 実験井戸設置と流向流速試験 

昨年度に引き続き、各種水理試験の実施及び地下水位のモニタリングのために観測井戸

3本（観測井戸③～⑤）を新設した。観測井戸は長期使用を考えた仕上げとし、塩ビ管(VP50)

と 1 m のストレーナー（開孔率 30 %）を使用した。なお、ストレーナーは観測対象とした

GL-11.5 m～12.5 m の帯水層が分布する区間のみに設置し、ストレーナーの上下部には地

下水の遮断を目的としてシール材（ベントナイトペレット）を使用した。 

以下に井戸の設置状況を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-5 井戸設置状況（左：井戸管材挿入状況 右：施工後） 

 

図 3.3-6 に昨年度設置した 2 つの観測井戸も含めた模式断面図を示す。なお、今年度は

昨年度より 50 cm 下方の帯水層分布区間にスクリーンを設置した。 

地下水の流向流速の測定では、観測井戸①を利用し、礫質土層（Dg）を対象として実施

した。測定の結果、流向は昨年度の結果とほぼ同様の南方向～南南東方向であった。また、

自然地下水流の流速は 1.18×10-6 m/s であったことから、有効間隙率を 15 %または 20 %と

仮定すると実流速は 7.87×10-6 m/s または 5.90×10-6 m/s となる。 

 

  



 3.3-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-6 観測井戸模式断面図(縦 S=1:100 横 S=1:20) 

(2) 原位置透水試験とトレーサー試験 

原位置透水試験とトレーサー試験は、被圧帯水層の観測井戸を用いた放射状収束試験で

あり、図 3.3-7 に示すように配置した観測井戸①、③、④、⑤の 4 本で実施した。なお、

対象とする試験区間は事前の水理試験において透水性が良好であった GL-11～12 m 付近の

砂礫層とし、各井戸で 1 m のストレーナーを設置した。 

現場試験の実施状況を図 3.3-8 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-7 試験概要図  
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図 3.3-8 現場試験の実施状況 

 

1) 原位置透水試験 

原位置透水試験は、観測井戸⑤で揚水し、揚水開始から地下水位が定常状態に達する

までの水位を観測井戸①、③、④に設置した水圧計により観測し、初期水圧から定常状

態までの水圧変化より対象地盤における透水係数を算出する。また、揚水量は、事前の

水理試験から 20 L/min と 22 L/min とする。 

各観測井戸に設置した水圧計から観測された水圧変化値を用いて、被圧帯水層におけ

る定常井戸理論式（3.3-2）より透水係数を算出する。 

  
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 (3.3-2) 

k：透水係数 

Q：揚水量 

h：各観測井戸における全水頭値 

D：帯水層の長さ 

r：揚水井戸から各観測井戸までの距離 

これにより、被圧帯水層の透水係数 k は、観測値の 2 点の選択に対して複数の値が得

られることになる。ここでは、式(3.3-2)を用いて、最小二乗法により全水頭の観測誤差

を考慮した透水係数を算出した。 

対象地盤における GL-12.5 m からの初期全水頭値を図 3.3-9 に、揚水量 20 L/min と

22 L/min で揚水し、定常状態に達した際の GL-12.5 m からの全水頭値を図 3.3-10 と図

3.3-11 に示す。 
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図 3.3-9 初期全水頭値 

図 3.3-10 揚水量 20 L/min 時の全水頭値 図 3.3-11 揚水量 22 L/min 時の全水頭値 

 

図 3.3-10、図 3.3-11 の全水頭値を用いて式(3.3-2)から透水係数を算出する場合、観

測点 2 点を選択しなければならない。そこで、表 3.3-2 に示した 6 パターンについて検

討した。その結果、観測井戸⑤を基準とした透水係数はどのパターンでも同じオーダー

の値となったが、観測井戸①や③を基準とした透水係数は値がばらつく結果となった。 

表 3.3-2 定常井戸理論式を用いた場合の透水係数の算出結果 

   (左表：揚水量 20 L/min の時 右表：揚水量 22 L/min の時) 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで、全水頭値の観測誤差を種々の条件で考慮して、最小二乗法により透水係数を

算出した。全水頭 h1と透水係数 kを未知数とした場合は、観測誤差も小さく、透水係数

の値も一般値と同程度となる結果となった。なお、透水係数は揚水量 20 L/min のときに

1.55×10
-4

1.65×10
-4

22 L/min

選択パターン 透水係数 (m/s)

1.68×10
-2

7.40×10
-4

1.23×10
-3

1.42×10
-4

①～③

③～④

①～④

⑤～④

⑤～③

⑤～①⑤～① 1.50×10
-4

①～④ 1.11×10
-3

⑤～④ 1.29×10
-4

⑤～③ 1.40×10
-4

20 L/min

選択パターン 透水係数 (m/s)

①～③ 1.52×10
-2

③～④ 6.72×10
-4
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2.00×10-4  m/s、揚水量 22 L/min のときに 1.49×10-4  m/s であり、この値は今回対象

とした地盤における妥当な値であると考えられる。 

 

2) トレーサー試験 

トレーサー試験は、4本の観測井戸を使用する放射状収束試験として、観測井戸⑤（揚

水孔）から一定流量で揚水し、各観測井戸の水圧がほぼ定常状態に達した後、観測井戸

①（投入孔）からトレーサー剤を投入する形で実施した。 

今回対象とした帯水層は、事前の水理試験で透水係数が 10-4 m/s 程度で透水性が良好

であった GL-11～12 m 付近の砂礫層の 1 m 区間である。試験では、塩水とエタノールの

混合液をトレーサー剤として注入した風船を観測井戸①の試験区間で破裂させ、放出さ

れたトレーサー剤を各観測井戸の試験区間に設置した電気伝導率計によって測定した。

この測定値の変化から実流速を算出し、更に実流速から有効間隙率を導いた上で、測定

結果の妥当性を評価した。 

トレーサー試験の手順を以下に整理する。 

✎ 観測井戸⑤において周辺地盤の地下水位が定常状態(図3.3-8)に達するまで揚水

量 20 L/min で揚水。 

✎ 観測井戸①の試験深度にトレーサー剤を投入し、観測井戸③と④に設置した電気

伝導率計で電気伝導率の変化曲線を測定。 

✎ 各観測井戸における変化曲線の立ち上がり間の時間とピーク間の時間の 2 パタ

ーンで実流速 v2を算出。 

✎ 実測値と平均ダルシー流速 v1 を用いて有効間隙率 ne を導き、測定結果の妥当性

を評価。（平均ダルシー流速は、揚水量を観測井戸⑤から各観測井戸の距離を半

径 rとした円柱の側面積で割り、各観測井戸におけるダルシー流速を求め、ダル

シー流速と各観測井戸間の距離から成り立つ関数を距離で積分し、各観測井戸間

の距離で割ることで算定。） 

トレーサー試験から得られた電気伝導率の変化曲線を、図 3.3-12 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-12 観測井戸③と④の測定結果  
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図 3.3-12 は、トレーサー剤として塩分濃度 40 g/m3の溶液を使用し、電気伝導率計を

観測井戸③と④のストレーナー下端から 60 cm と 90 cm に 2 個ずつ設置した際の測定結

果である。 

観測井戸④では、どちらの設置位置の電気伝導率計でも同様の変化が測定されたが、

観測井戸③では設置位置によって立ち上がりの時間やピークに達するまでの時間が異な

ることが確認された。その際の電気伝導率の変化曲線の立ち上がり間とピーク間の時間

から算出した有効間隙率は、それぞれ 14.5～19.7 %と 33.7～57.4 %であった。立ち上が

りから求めた有効間隙率は砂礫層における一般値 15～20 %と同程度であったが、ピーク

から求めた有効間隙率は、一般値よりも大きな値となった。 

塩分濃度と電気伝導率の関係を用いて、各観測孔における塩分濃度を求め、投入孔の

塩分濃度を 1.0 とした場合の各観測孔における塩分濃度の割合を比較すると、電気伝導

率計の設置位置によらず、観測井戸④の値の方が観測井戸③よりも小さな値となった。 

観測井戸③において電気伝導率計の設置位置によって電気伝導率の変化曲線の立ち上

がりの時間やピークに達するまでの時間が異なる結果となった。これは、同一と考えて

いた帯水層中でも透水係数が異なるなど、地盤の不均質性があることを示唆していると

考えられる。また、ピークから求めた有効間隙率が、砂礫層における一般値よりも大き

な値となった要因としては、分散の影響が大きく電気伝導率の変化曲線から明瞭なピー

クを確認することができなかった可能性が考えられる。 

以上の結果から、測定結果の評価方法の検討や地盤の不均質性を把握するための水理

試験などを今後実施する必要がある。 
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3.3.3  浸透流解析・物質移行解析のための環境整備・構築 

地下水流動及び移流分散解析プログラムとして公開されている Dtransu-3D･EL での計算効

率を向上させるため、広域を粗いメッシュ構造で解析し、詳細に検討したい領域に対して広

域解析結果から詳細解析のための境界条件を抽出する機能を追加した。これは、非定常問題

で、広域モデルの計算結果を詳細モデルに引き継ぐ（ネスティング）ことにより、解析モデ

ルの規模を実用上、計算効率が良い規模に縮小しつつ精度良い解析を可能としたものである。 

ネスティング解析では広域モデル非定常解析で行った全ての時間の解析結果が必要となる

ため、全ての解析時間での解析結果出力機能を追加した。次に、非定常解析結果からネステ

ィング解析の境界条件を設定する節点の座標の圧力水頭を全解析ステップ抽出し、非定常境

界条件圧力水頭ファイルを作成した。この抽出された非定常境界条件圧力水頭ファイルを狭

域モデル非定常解析時に読込みながら、狭域モデル外周に水頭既知境界を設定して解析が行

えるよう機能を追加した。 

なお、1F 施設周辺の詳細化された平成 28 年度作成モデルを用いて、この追加機能の精度

の確認を行った。 

 

(1) 解析条件 

広域モデルの解析メッシュは福島第一原子力発電所建屋付近を細かく分割し、その周り

を徐々に粗く分割する方針とし、建屋付近を 10 m グリッド、その外側を 25 m グリッド、

同様に 50 m、100 m、200 m とグリッド間隔を広げ平面メッシュで 61,203 節点、122,099 要

素に分割した。この平面メッシュを基に 3 次元に要素分割を行い、解析領域全体を

3,097,006 節点、6,247,805 要素に分割した。 

地表面メッシュ図を図 3.3-13 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-13 地表面メッシュ図（全体） 

狭域モデルは広域モデルから切り出し、50 万節点程度の規模として作成した。狭域解析

モデルの解析メッシュ図を図 3.3-14 に示す。 

  

凡例 水理区分

盛土

沖積層

低位段丘堆積物

中位段丘堆積物

高位段丘堆積物

砂岩

泥岩

互層

大年寺層

建屋



 3.3-11

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-14 狭域モデル地表面メッシュ図 

狭域モデルの側面は、水頭既知境界として非定常境界条件圧力水頭ファイルから時間ス

テップごとに読込み、地表面から降雨浸透境界として福島県浪江（アメダス）の平成 23 年

4 月の日降水量を設定した。また、底面は不透水境界、海底面は海水位として E.L.0 m の水

頭固定境界とした。 

非定常解析は昨年度の定常解析で得られた水頭分布を初期条件として実施し、解析時間

間隔は 12 時間ピッチで 30 日間（60 ステップ）実施した。 

 

(2) 解析結果 

広域モデルの 1F 建屋上流側 35 m 盤での解析地下水位変動を図 3.3-15 に示す。 

狭域モデルの同一ポイントでの地下水変動も同じ値が計算されており、ネスティング解

析が精度良く機能していることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-15 広域モデルにおける解析地下水位変動 

また、広域モデルでは 30 日（60 ステップ）の解析に 8時間 30 分の計算時間が必要であ

ったが、狭域モデルでは 1 時間 30 分と解析規模に対してほぼリニアに計算時間が短縮さ

れ、ネスティング機能追加の有効性が確認された。 
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3.4 研究推進 

研究推進にあたっては、研究代表者の下、各研究項目間における連携を密にして研究に取組

むと共に、廃炉地盤工学委員会を開催し、交わされる幅広い意見を聴きつつ研究を進めた。ま

た、同委員会では再委託先の研究成果を取りまとめると共に、同委員会幹部で構成された申請

者会合（コアメンバー会議）では、実効性の観点から議論を行い、より質の高い研究の推進に

努めた。更に「廃炉基盤研究プラットフォーム」等に積極的に参画すると共に、採択機関が主

催する NDEC の運営にも取組んだ。以下にその概要を整理して示す。 

3.4.1  廃炉地盤工学委員会 

(1) 平成 29 年度 第 1 回 福島第一原子力発電所廃止措置に向けた地盤工学的新技術と人材

育成に関する検討委員会（略称：廃炉地盤工学委員会） 

平成 29 年度の１回目となる廃炉地盤工学委員会では、東京大学の鈴木俊一特任教授を迎

え、「福島第一廃炉研究マップの俯瞰的アプローチ－燃料デブリ取出し代替工法－」と題

し、演者が東京電力時代に従事したトラブル対応の経験に基づくリスク管理の考え方やチ

ェルノブイリでの事例などの様々な情報を混じえつつ、最新の知見から想定される 1F の格

納容器や圧力容器内におけるデブリの状況やジオポリマーによる放射性物質の飛散防止策

（燃料デブリの準安定化）、主題である燃料デブリの取出し代替工法についての説明を受

けた。 

質疑応答では、飛散防止のために負圧にする方法や汚染の拡散防止につながるボーリン

グ工法などについて意見が交わされた。また、座長からは委員をはじめとする参加者に向

けて、本日の内容を踏まえた廃炉へ寄与可能な地盤工学技術について改めて考えてほしい

旨、及び技術提案に向けた更なる情報提供を行ってほしい旨の依頼がなされた。 

■日時 ：平成 29 年 6 月 26 日（月）15:00～17:00 

■場所 ：地盤工学会（JGS 会館） 地下大会議室 

  
図 3.4-1 第 1 回廃炉地盤工学委員会の様子 

(2) 平成 29 年度 第 2 回 福島第一原子力発電所廃止措置に向けた地盤工学的新技術と人材

育成に関する検討委員会（略称：廃炉地盤工学委員会） 

平成 29 年度の 2 回目となる廃炉地盤工学委員会では、東京電力 HD の小野文彦氏と

IRID/JAEA の芦田敬氏を迎え、固体廃棄物の保管･管理状況やその処理･処分に関する研究

開発状況について情報提供を受けた。 

前半は、「福島第一原子力発電所における個体廃棄物の保管管理について」と題し、1F
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における事故前と事故後での廃棄物の保管･管理方法等における変化や、個体廃棄物（瓦礫

等及び水処理二次廃棄物）の保管状況・量や今後の処理･保管管理計画や将来的な見通しに

ついての詳細な情報提供に加え、戦略プラン 2017 における廃棄物対策分野の検討方針や取

組みの現状について説明がなされた。後半は「福島第一原子力発電所の固体廃棄物の処理･

処分に関する研究開発」との題目で、中長期ロードマップに示された廃棄物対策の処理･処

分に関する内容や 1F 事故廃棄物の特徴などについて説明が行われた後、性状把握･廃棄物

の処理及び長期保管方策の検討･廃棄物の処分に関する検討･研究開発成果の統合と題し、

それぞれの研究開発内容について報告がなされた。 

その後、これらの情報提供を受けて、地盤工学･土木工学技術の観点からの意見や技術情

報の提供、同学問分野への要望･期待といったことを主眼にブレーンストーミングが行われ、

委員側からは環境省のオフサイトにおける研究事例として、発生土の分級による減容化技

術に関する知見などが紹介された。 

■日時 ：平成 29 年 10 月 16 日（月）15:00～17:00 

■場所 ：地盤工学会（JGS 会館） 地下大会議室 

  
図 3.4-2 第 2 回廃炉地盤工学委員会の様子 

(3) 平成 29 年度 第 3 回 福島第一原子力発電所廃止措置に向けた地盤工学的新技術と人材

育成に関する検討委員会（略称：廃炉地盤工学委員会） 

平成 29 年度の 3回目となる廃炉地盤工学委員会では、各担当より本年度検討成果の概要

について紹介が行われた。質疑応答では、IRID 職員より、人材育成の効果や 1F 視察の評価

などについて質問があり、本教育プログラムの効果として早稲田大学・千葉工業大学の卒

業生の進路などが報告された。また、廃止措置の分野で一般的となっている不確実性

（Uncertainty）を取入れた考え方を廃炉地盤工学教育プログラムにも反映していくべきと

いった意見が聴かれた。 

次いで、本プロジェクトの啓発活動の一環として昨年 12 月に開催された廃炉地盤工学講

演会の概要や「廃炉地盤工学と超重泥水の技術の適用例の紹介」と題した NDF での講演会

に関する報告が行われ、オブザーバとして参加していた NDF 職員からは同講演会における

聴講者の反応などが紹介された。 

その他、若手の会における活動内容や次年度委員会で予定している内容について説明が

行われると共に、昨年秋に実施された中間評価に対するコメント、PO（プログラムオフィ

サー）中間フォローにおける指摘･助言事項などについても報告がなされた。 
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■日時 ：平成 30 年 3 月 5日（月）15:00～17:00 

■場所 ：地盤工学会（JGS 会館） 地下大会議室 

  

図 3.4-3 第 3 回廃炉地盤工学委員会の様子 

3.4.2  申請者会合（コアメンバー会議）及びワーキング（WG）について 

委員会の運営方法等の実務面の取り決め等を行うと共に、本研究に関する様々な議論・協

議を行い、本研究を円滑に進めるため、1～2ヶ月に１回程度、委員長や座長、幹事等で構成

される申請者会合（コアメンバー会議）を開催した。 

本年度の開催状況を以下に列記する。 

· 第 10 回廃炉 PJ 申請者会議  ：平成 29 年 5 月 16 日（木）15:30～17:30 

· 第 11 回廃炉 PJ 申請者会議  ：平成 29 年 11 月 21 日（火）15:00～17:00 

· 第 12 回廃炉 PJ 申請者会議  ：平成 30 年 2 月 5日（月）15:00～17:00 

また、昨年度に引続き、以下のとおり地盤施工学 WG を開催し、廃炉地盤工学における地盤

施工学についての議論を深めた。なお、本 WG における研究成果については 3.1.2 項で取りま

とめたとおりである 

· 第７回廃炉地盤施工学 WG  ：平成 29 年 6 月 14 日（水）15:00～17:00 

· 第８回廃炉地盤施工学 WG  ：平成 29 年 9 月 5日（火）15:00～17:00 

· 第９回廃炉地盤施工学 WG  ：平成 29 年 11 月 21 日（火）15:00～17:00 

· 第 10 回廃炉地盤施工学 WG  ：平成 30 年 2 月 5日（月）15:00～17:00 

3.4.3  関係機関協議 

本研究を推進するにあたり、廃炉基盤研究プラットフォームや NDEC をはじめとする会議へ

の参画、関連機関との協議を実施した。関連する会議を以下に列記すると共に、同会議等で

作成した説明用ポスターを図 3.4-4～図 3.4-5 に示す。 

· 平成 29 年度原子力システム研究開発事業／英知を結集した原子力科学技術･人材育成 

推進事業合同成果報告会及びワークショップ  

     ：平成 30 年 1 月 23 日（火）12:50～14:20 

· 廃炉基盤研究プラットフォーム第６回運営会議（JAEA･CLADS） 

     ：平成 29 年 8 月 10 日（木）15:30～17:30 

· 廃炉基盤研究プラットフォーム第７回運営会議（JAEA･CLADS） 

     ：平成 29 年 11 月 20 日（木）15:30～17:30 
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· 廃炉基盤研究プラットフォーム第８回運営会議（JAEA･CLADS） 

     ：平成 30 年 2 月 16 日（金）16:00～18:00 

· 次世代イニシアティブ廃炉技術カンファレンス（NDEC3） 

     ：平成 30 年 3 月 19 日（月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-4 平成 29 年度成果報告会における制作ポスター  
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図 3.4-5 NDEC-3 用制作ポスター 
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4. 結言 

本研究課題では、福島第一原子力発電所の廃止措置を、実効性の高い技術に基づき実現するこ

とを目指して、高放射線環境等原子力特有の条件を地盤工学に融合し、原子力発電所の現状から

廃炉までの時間軸を考慮して、（ⅰ）現状から廃止措置までの長期間の地下水環境・作業環境の

状況調査と将来予測、（ⅱ）土・地盤の放射線遮蔽性能を活用したデブリ取出し補助技術と掘削

技術の適用評価、それに基づく実効性の高い数種類のデブリ処理メニューの提示、（ⅲ）福島第

一原子力発電所構内の除染廃棄物処分と原子炉建屋デコミッショニングに関する実現可能な技術

開発を実施している。また、これらの技術を体系化し、原子力技術者と協働できる新しい地盤工

学技術者の育成プログラム「廃炉地盤工学」の構築を進めるものである。 

5 ヵ年計画の 3 年目である本年度の研究・業務の実績としては、廃炉地盤工学の内容の充実の

ために地盤工学会に設置した「福島第一原子力発電所廃止措置に向けた地盤工学的新技術と人材

育成に関する検討委員会、略称；廃炉地盤工学委員会」を開催し、地盤系技術の位置付けや新技

術の発掘及びその実現性について検討を行った。また、これまでの検討で浮上してきた地盤系新

技術を用いた廃炉シナリオの検討を行い、その内容の充実と実効性の評価を行った。更に NDF 及

び IRID や当プログラム採択機関との協調強化のため、データベースの作成や機関担当者との打合

せ等を通じて、廃炉地盤工学技術（地盤工学系技術）の見える化を進めた。加えて、検討の深化

のため、福島第一原子力発電所の視察のほか、関連する学術研究機関や企業などとの協議の機会

を設け、有用な情報の収集及び廃炉廃棄物処分等の海外の関連機関からも情報を収集した。 

廃炉地盤工学教育システムの構築として、学問単元ごとの WG での検討により、シラバスの検討

を進めると共に教材（教科書）の試作を行った。また、試作した教材を基に、早稲田大学などで

廃炉地盤工学の模擬的授業を実施した。この結果は、廃炉地盤工学委員会にフィードバックする

ことで、廃炉地盤工学の構築に向けた内容の更なる充実に役立てた。 

廃炉地盤工学に関する認知度の向上と技術の集約体制の構築として、地盤工学研究発表会（名

古屋開催）において廃炉地盤工学に関する特別セッション等を開催し、全国レベルでの認知度向

上を図った。また、講演会を開催し、広く学会会員からの廃炉地盤工学に関する意見や技術情報

の集約に努めたほか、平成 28 年度に立ち上げた当プログラムホームページの内容を拡充し、学会

会員や一般社会に対し業務内容や成果に関する情報を発信した。更に土木学会などの関連学会の

大会に参加し、当プロジェクトの活動内容を発信すると共に関連情報を収集した。なお、収集し

た情報は廃炉地盤工学委員会にフィードバックし、共有化することで、検討の深化を図った。 

再委託先の早稲田大学においては、デブリ取出し補助のためのガンマ線と中性子線両方の遮蔽

性能を有する超重泥水や、構内除染廃棄物の一時仮置き施設のためのガンマ線遮蔽性能と遮水性

能の両方を保有する覆土材の仕様設計に資するため、各材料仕様に応じて取得した放射線遮蔽デ

ータを拡充すると共に、一次データベースの作成を行った。更に各材料仕様に応じた施工性を評

価するため、平成 28 年度に導入した超重泥水の充填施工性評価実験装置と液圧測定のできるタク

タイルセンサシステムを用いて超重泥水の充填施工性と安定性を、水ポテンシャル測定装置によ

り覆土材の保水性能を定量評価した（個別基盤研究テーマ(ⅱ)･(ⅲ)）。 

もう 1 つの再委託先である千葉工業大学では、長期間の地下水環境・作業環境状況を調査する

ための地下水流動評価技術の開発基盤として室内土層実験を実施し、得られた透水係数に基づく

流速と種々の試験の測定値を比較し、現状把握と予測解析に展開するための課題をまとめた。ま



 4-2 

た、現場での地下水流動を把握するため、平成 28 年度に引き続き、今後数年間継続して使用可能

であることを条件としたボーリング孔を用いて現場実証試験を実施した。ここでは、地下水流動

による物質移動の評価を対象とした。更にサイト周辺の地下水環境変動予測技術を開発するため、

広域の概略地下水流動解析結果を引き継ぎ、サイト周辺の詳細地下水流動解析(数値解析のプロト

タイプの開発)を実施し、非定常解析の可能性を検討した（個別基盤研究テーマ(ⅰ)）。 

次年度は今年度までの成果を踏まえ、地盤工学会において「(1)廃炉地盤工学の構築と廃炉プロ

セス技術シナリオの評価」､「(2)廃炉地盤工学教育システムの構築」､「(3)廃炉地盤工学に関す

る認知度の向上と技術の集約体制の構築」をより実効性の高いものに発展させると共に、新カリ

キュラムによる人材育成の実践を高める。再委託先の早稲田大学では、超重泥水・各種覆土の放

射線遮蔽性能評価を更に深化させ、実設計や実施工に対応できる成果に高める。同じく千葉工業

大学では、室内実験及び原位置調査を更に整備促進・データの充実を図り、過年度の研究より明

らかとなった課題の観点から地下水環境等の解析・調査技術と予測技術の高度化を進める。 

 

 

 

 

 

 


